University Reform from Regional Perspectives : Toward the Integration of National Universities in Toyama by 向井 文雄
今、社会の知識集約化や経済のグローバル
化を背景として、人材育成やイノベーション
にかかわる活動のあり方は大きく変革を迫ら
れている。こうした中で、大学は大きな変革
の圧力の中にあり、富山県内の３つの国立大
学にも再編統合の動きが生じている。以下で
は、このような環境変化を積極的に生かし、
大学の発展と地域活性化を同時に図る方策を
考える視点から、Ⅰでは「大学と社会の関係」
を、ⅡではⅠを踏まえて「地方にある大学の
戦略」を考え、最後にⅢでは「富山県内３大
学の統合再編に関する一つの提案」を行うこ
とにしたい。
Ⅰ　大学と社会の関係
大学を取りまく環境の変化を、単に避けら
れない窓の外の嵐としてとらえ、最小限の受
動的な対応でやりすごそうとする考え方もあ
ろう。しかし、この論考では、こうした環境
の変化を積極的に活かして大学と地域の活性
化を図る方策を考える。このためには、大学
のあり方を地域や社会との関係に立ち戻って
考え、それに基づいて今日の環境変化への対
応を考える必要があると考える。こうした視
点から、まず１では「社会と大学の基本的な
関係」を考え、ついで２では「先進諸国の社
会と大学」を、３ではさらに「わが国の社会
と大学」の関係について考え、最後に４では
「地域社会と地域の大学」の関係について考
えることにする。
１　社会と大学の基本的な関係
大学と社会の関係については様々な捉え方
がありうる。しかし、一般には、おおむね以
下のような捉え方をしても大きな異論はない
だろう。
∏長期的な知識の探索者としての大学
社会の中にある様々な組織つまり政府、企
業その他の組織や、一般市民は、毎日を生き
抜くために、常に目前の問題にエネルギーの
大半を費やしている。しかし、目前の問題の
みにとらわれていると、中長期的な問題、将
来の社会や経済の変化、技術変化などに対応
することができない。または長期的に社会を
支える技術あるいはその基礎となる知識を発
見又は創出することができない。
このため、様々な組織は、組織の内部分化
を行うことで、それに対応しようとしてきた。
例えば、企業における企画部門や研究所、あ
るいは国、地方公共団体などにおける執行部
門からの企画部門の分離である。しかし、政
府組織等ですら、組織そのものが、目前の問
題に全精力を投入しているのであるから、将
来を考えると言っても、その範囲は限られざ
るを得ない。企画部門といっても、せいぜい
数年先の課題を考えているにすぎない。企業
はさらにである。社会のエネルギーの大半は、
今を生きるために費やされている。
このように社会を構成する主体のほとんど
が目前の問題に専念せざるを得ない中にあっ
ても、社会には、将来の可能性を探索し、対
応を考える役割を持つ組織ないしは人々が必
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要である。そうした役割のかなりの部分はこ
れまで大学が果たしてきた。これは、偶然で
あったかもしれない。大学人の知的な興味と、
社会のニーズがゆるやかに一致することで、
大学は社会の中でそうしたポジションを獲得
し、存立を保証されてきたと考えることがで
きる。
本来、こうした知識の探索（基礎的な研究）
は、ただちに具体的な成果に結びつく事業で
はない。したがって、歴史をふりかえると、
かつては長期的なスパンで知識の探索を行う
人々が生活できる手段は多くなかった。そう
した人々を支えたのは、寺院、教会であり、
領主の庇護あるいは領主や裕福な人々の子弟
等の家庭教師の職などであった。もちろん、
領主たちあるいは社会には、そうした長期的
な知識探索の価値について明確な認識もなけ
れば、探索者本人自身の自覚もなく、ただ、
知的な興味があっただけかもしれない。
そうした中から、集団としての学生を有償
で教育することで自由な研究を行える物質的
条件を成立させたのが大学であると考えるこ
とができる。つまり研究と集団教育の結合で
ある。そして、家庭教師のように孤立してい
るのではなく、集団としての学生を教えるた
めに空間的に集合したことで、相互に協力し
たり刺激を与え合う環境が形作られ、新しい
知識を効果的に生み出せるようになっていっ
たと考える２。
一方、ただちに成果が出るものではないし、
失敗に終わる可能性も強いという長期的な知
識探索の特性ゆえに、期限を定めて早急に成
果を求めたり、目的やターゲットを絞ったり
しすぎては、かえって探索機能が十全に果た
されないこと、むしろ、成果を求めるプレッ
シャーを与えずに、あるいは研究の内容、手
法や視点・価値観に制限を加えずに、自由に
研究することのできる環境でしか、こうした
機能はうまく働かないことが経験的に理解さ
れるようになった。それが、大学における学
問の自由の保証や大学の自治に対する社会の
許容の意味であると考えることができる３。
π社会の変化が大学に与える影響
このように考えると、本来、大学には、世
の中の流れに引きずられない独立性が求めら
れてきたのだといえる。しかし同時に、大学
が持つ知的自由や運営の自立性は、決して先
験的なものではなく、社会の中で教育及び知
識・方法の探索という役割を果たすことで得
られているものであり、社会との相互作用な
しで大学が存立できるものでないことも明ら
かである。
社会と大学の相互作用のあり方に影響する
主な要因は二つあると考えられる。一つは社
会の豊かさそのものであり、もう一つは社会
の知識集約化である。
第一の社会の豊かさであるが、すぐには成
果のでない長期的な探索機能の存在を許容で
きるのは、その社会の経済が豊かで余裕があ
るからである。大学が置かれている社会の経
済的な豊かさが大学の基礎的な研究を存立さ
せているのであり、経済が厳しくなれば、大
学に対する要求も、より目前の問題の対応へ、
あるいはより確実な成果を得られるものの探
求へと変化するだろう。これまで日本の大学
がわが国の豊かさを享受してきたのと同様
に、日本の経済の悪化は日本の大学のあり方
に影響を与えることにならざるをえない。
第二は進行する社会の知識集約化である。
たしかに知識・情報が重要になる社会では、
大学が従来以上に、探索的・研究的な役割を
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２　このほかに、純粋に娯楽や興味の対象としての知識ニーズ（知識そのものに対する純粋な価値感に基づいたニーズ）が
あると考えられるが、その探索や創造にも同様の環境が必要であると考えられる。ただし、こうした純粋な娯楽とし
ての知識や創造活動の結果としての作品に対するニーズは、社会の豊かさの程度に、より大きく左右されると考える。
３　もちろん、組織内の「自治」は、特殊なものではなく、大学に限らず広く社会に存在している。大学の自治が、中世
のギルドなどの背景から生まれてきた制度であることに疑いはない。しかし、それが長期にわたって強固に存続して
きた理由としては、やはり、大学の自治と、知的な探索者としての質を維持するための目的の間に整合性があったた
めであると考える。
なお、見方を変えれば、このことは、他の分野ではより効率的なシステムが発展していったのに対して、知識の探索
という分野では、今日まで、そうした革新が生じなかったからだと見ることもできる。
果たしていく必要が生じると考えられる。ま
た、人材育成面では、経済の発展によって、
経済や社会の知識集約化が進み、より多数の
「大学レベル」の教育を受けた人材が必要に
なってくると考えられる。
もっとも、こうした教育需要に対応するた
めに肥大化した大学システムの規模が、必ず
しも、探索的な役割に期待される適切な規模
と一致しているとは限らない。このように考
えると、探索的な役割を果たす大学がある一
方で、より教育に重心のある大学もありうる
ことになる。仮に一致しているにしても、社
会が「大学レベル」の人材に求めるニーズが
多様であるように、個々の大学に対して求め
られる探索的な役割、教育上の役割も多様で
ある。
また、こうした経済的な環境や社会の知識
の集約度が変化すれば、変化の影響は大学間
で選択的に生じることになるだろう。特に社
会の経済的な余裕の喪失は、限界的な大学に
対する社会の要求をより厳しくする一方で、
資金を提供する様々な主体に高く評価されて
いる大学は、研究、教育や運営について相対
的に高い自由を享受していくことになるだろ
う。すなわち、評価が高いことと研究の自由
の間には強い相関関係があると考えられる。
２　先進諸国の社会と大学
総体として、社会の様々な組織の中では、
最も遠い未来を「探索」する役割が大学に期
待されていることにかわりはない。しかし、
今日、先進諸国の大学に期待される探索の範
囲は、より近い未来を想定したものにシフト
しつつある４。もちろん、こうした方向性は、
知識そのものに対する価値感を背景とした純
粋な知識の探索や創造、あるいはより遠い未
来の知識探索の意義を失わせるものではな
い。核としての純粋な知識の探索や創造ある
いはそれらによるリベラル・アーツ的な教育
の必要性は、こうした変化の中で重要性を増
しつつあるとも言えるだろう。しかし、以下
では、社会や経済の視点から、主に変化しつ
つある部分をみることにしたい。
∏自由貿易体制の深化と先進国経済
より近い未来を想定した探索へのシフトの
理由は、自由貿易の伸展等によってグローバ
ル化する世界経済の中での先進諸国経済のポ
ジションにある。
情報化の進展に伴って様々な製品の生産設
備がより高度にインテリジェント化され、長
い高度の教育訓練を受けた労働者を必要とし
ない工程が増える一方で、先進諸国以外の
国々においても労働者の教育・訓練水準が上
がってきている。また、平和の維持と自由貿
易体制の進展によって、国際的な投資安全性
の上昇や関税の低下が生じており、その結果
として、国際間の投資や通商活動は安定化し
活発化してきている。
これらの要素が重なりあい、先進諸国と、
大きく所得レベルの異なる先進諸国以外の
国々との間でも経済的な競争が激化し、労働
コストの高い先進諸国の国内産業は大きな影
響を受けつつある。すなわち、経済のグロー
バル化である。グローバル化の中で、例えば
わが国の高い国際競争力の源であったとされ
る「生産技術」の優位は急速に浸食されつつ
ある。
π先進国における革新製品創造型産業
このような状況の中で、労働コストが高い
先進諸国の産業が取りうる道はいくつかに限
定される。まず、企業レベルで見れば多国籍
化である。しかし、一国産業の視点で国内に
雇用を維持する道は、競合国との賃金格差の
是正５以外の方策としては、おおむね以下の
二つ程度に限定されると考えられる。すなわ
ち、それらは、競争相手国がないような製品
を作ることでコスト競争を回避しようとする
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４　たとえば、Ｃ．カーは「イギリス等の数カ国で最近取り沙汰されているテーマは、∏基礎研究よりも、工業生産に役
立ち、国家を益するような応用研究や技術移転が重んじられていること。この傾向は世界的に広まっている。π「今
日的意義」の希薄な大学よりもむしろ、「効用のある」ポリテクニクの方が重視されていること、の二点である。」と
述べている。（Ｃ．カー『アメリカ高等教育の歴史と未来』１９９８、玉川大学出版部、ｐ．３０）
ものになる。
第一は、いわば「市場密着型」産業の道で
ある。これは、豊かであると同時に伸縮の激
しい先進国市場の需要に密着した生産を行う
ものである。こうした戦略は、衣料品のよう
にデザインや色など流行のある商品分野等で
有効であると考えられてきた。アメリカにお
けるＱＲ（クイック・レスポンス）への取り組
みなどはこの典型的な例である。しかし、こ
れにおいても、ユニクロの成功に見られるよ
うに、情報化等で海外の生産基地との密接な
連携が可能になることで、次第に有効性は減
じられていくと考えられる。しかし、購買力
のある豊かな先進諸国の大市場に密着した商
品の企画、デザイン、開発、流通部分は先進
国内に残る可能性が高い６。生産は海外で行
うとしても、企画やデザインは大市場の動向
に密着した先進諸国で行う必要性が高い。
第二は「革新製品創造型」産業の道である。
具体的には、革新的な製品等をつぎつぎに継
続的に作り出していく道である。この「製品
等」は、モノだけでなくソフトウエア、ある
いはビジネス・モデルのようなものであって
もよい７。この道が指向するのは、基礎的な
研究開発と密接に結びついているような革新
性の高い製品を生み出し続けることである。
こうした革新性の高い製品の生産は、ただち
に模倣ができない。または、知的所有権の保
護の対象ともなりうるような技術等の利用な
どで、コスト競争を回避するのである。
もちろん、先進諸国でこのような革新的な
製品の開発が行われても、生産はコストの安
い国外で行われる可能性がある。しかし、試
作から生産の初期的な立ち上げの段階に係わ
る多くの機能が製品を開発した国に残る可能
性が強い。ただし、こうした戦略が先進国の
一国産業を支えるレベルで行われるには、革
新性の高い製品を継続的に生み出せるような
研究開発能力をその国内に持つ必要がある。
さて、これらの２つの道を比較すると、第
一の戦略は、先進国の豊かな市場の存在を前
提にしている点で、先進諸国の今後の長期に
わたる発展の基盤となるものではないと考え
られる。現在の豊かな市場は過去の活発な経
済の遺産にすぎないのであり、豊かさを作り
出すフローが途絶えれば市場の豊かさは漸次
縮小に向かっていく。未来の豊かな市場は、
現在の我々自身が作っていかなければならな
い。そのようなフローを作り出す道として残
るのは第二の道のみであるように見える。
これを、先進諸国間で比較してみれば、第
二の道の分野でもっとも成功しているのが米
国である。そして、米国では、こうした研究
や開発における大学の役割がきわめて大き
い。
∫開発リスク分散のシステムと大学
上記のように、先進諸国の企業は、単なる
応用的・改良的な製品開発ではなく、労働コ
ストの低い国々の追随を一定期間許さない革
新性の高い製品の開発が求められている。そ
うした革新性の高い製品開発には、より基礎
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５　産業の競争力を維持する方策は、第一に、コスト競争力の強化面では、①生産技術の改良、改善による生産性の向上
策があるが、これは、現在は大きな賃金コスト格差のために有効性が減じられている。②また本文で述べた賃金格差
の是正であるが、これは痛みを生む。一方、第二に付加価値の高い製品作りの面からは、上記の③「市場密着型」と
④「革新製品創造型」の道があると考えられる。現実には、これらのすべてが組み合わされた形で対応が進展してい
かざるを得ないだろう。しかし、どれに重点がある形で対応が進むかは、今後のわが国国民の生活の豊かさに大きく
影響するだろう。
なお、技術や市場の革新が経営に与える影響を研究したＷ．Ｊ．アバナシーらは、（ア）既存技術の洗練かつ既存市場と
の結びつきを強化する（日本企業得意の）「通常的革新」、（イ）ウォークマンの例のように既存の技術で全く新しい市
場を創造する「間隙革新」、（ウ）Ｔ型フォードのように全く新しい技術で新しい市場を創る「構築的革新」、（エ）トラ
ンジスタのように全く新しい技術で既存の市場との結びつき強化を図る「革命的革新」という４つの革新段階を区分
した（米倉誠一郎「企業者精神の発展過程」小林規威他編『現代経営事典』日本経済新聞社、１９８６、ｐｐ．１６３－１７１）が、
おおまかには、上記の①は（ア）と、③は（イ）と、④は（ウ）と（エ）に近い（③と（イ）にはずれもあるが、ニッチが豊か
な大市場でしか存立しえない点等、ある程度の親近性が理解できる）。
６　これは、見方を変えれば、いわゆる経済のソフト化（要因の一つ）である。
７　これは、革新性の程度が低いレベルでは、デザインや企画のウエイトが高まり、実質的に第一の道と一致することに
なる。
的な研究開発との結びつきが必要になる。そ
して、そのような研究開発は、当然リスクが
高い。
この結果、そうしたリスクを分散させる新
たな社会システムが必要になる。米国モデル
は、第一に、リスクの高い事業をベンチャー
企業の多産多死によってまかなっている。そ
れを支えるために、リスク・マネーの供給シ
ステムなどを中心としてシリコンバレー・モ
デルともいわれるような失敗が許容できるシ
ステムがある。第二は、リスクを許容できる
連邦政府資金の基礎研究への投入８とその成
果のスピル・オーバーである。第三は、教育
機能と研究機能を併せ持つ大学がリスクを分
担するというものであると考えられる。大学
には、教育機能を果たすことで、基礎的探索
的な研究が具体的な成果を生まなくても研究
者の責任問題が生じないという構造がある。
成果を生まない場合でも、たとえば教育、研
究の題材としての価値がないわけではないか
らである。大学が企業の完全な下請けとなる
のは問題であるが、上述のとおり、大学のそ
もそもの本質に、社会的な役割としてリスク
の高い研究を行うという（探索的な役割を果
たすという）性格が備わっているのである。
この第三の意味での役割（及び第二に関わる
役割）が、米国だけでなく等しく先進諸国に
おいて、大学に強く期待されるようになって
きていると考えられる。
３　わが国の社会と大学
わが国も、こうした経済のグローバル化の
中で、先進諸国と同様の問題に直面している。
この意味で、まずわが国の大学にも大きな期
待が寄せられていると考える。
しかし、そうした方向への転換に関してわ
が国の社会経済における対応の可能性はどう
であろうか。見方によっては、わが国は、先
進諸国の中でこの革新製品創造型産業の道に
もっとも遠いシステムを持つ国であるように
見える。
∏目標達成特化型の組織文化
わが国産業の競争力を支えてきたのは生産
技術であると考える。これは、現場・工場の
技術である。地方の工場、東京でいえば大田
区など東京城南地区の工場群などが日本を支
えてきたのである。しかし、こうした工場群
の競争力は今大きく低下しつつある９。
このような背景のなかで、一部には、今や
国内で国際的な競争力があるのは東京のみ、
東京が日本を扶養している、東京以外はすべ
てお荷物であるがごとき意見すらあるが、仮
に、その「扶養者」が東京にある本社機能、
研究所、研究機関、あるいはその他のヘッド
クオーター的な機関や組織等のことを指して
いるものであるとするなら、それは正しくは
ないだろう。わが国の国際競争力を支えてい
たのは何よりも「工場」の生産技術であり、
本社などの間接部門に競争力があったという
話は寡聞にして聞かない１０。国際間の競争力
について考えれば、本社などの間接部門は地
方や大田区などの工場に（相対的な意味では）
寄生していたにすぎないといえる。わが国の
国内工場がＮＩＥＳやアセアン諸国の競争に
さらされて競争力を失い、一見、本社などの
間接部門のみが存在感を示しているかに見え
るが、それは、過去に工場が稼いだ莫大な資
金と信用ないしはブランド等を間接部門が握
っているからにすぎない。国際的な比較で言
えば、たとえば日本企業のそうした資金を使
う（投資）能力は相対的には低いと考えざるを
得ない。寄生すべき工場群が力を失えば、本
社などの間接部門に国際競争に勝ち残る力は
ないだろう。
例えば、DRAM製造分野で米国にあるマイ
クロン・テクノロジーが強者の地位を占めて
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８　もちろん、そのうちの大きな割合が大学に研究資金として投じられている。
９　関満博『空洞化を超えて－技術と地域の再構築』日本経済新聞社、１９９７や関満博『フルセット型産業構造を超えて』
中央公論社、１９９３
１０ 例えば、藤本隆宏は、日産自動車に関連して「日本企業に多く見られた『強い工場・弱い本社』というパターン」と
述べている（藤本隆宏「日本型サプライヤ－・システムとモジュール化」青木昌彦、安藤晴彦『モジュール化　新し
い産業アーキテクチャの本質』東洋経済新報社、２００２）。
いるのに対して、日本の有力（巨大）電機メー
カー各社がそろって窮状に陥っている原因
は、あきらかに経営力の問題である。日本の
DRAM製造は、わが国得意の現場の生産技術
が生産性を左右する技術環境下で世界を圧倒
し、技術環境が生産技術の優位を生かせない
方向に変化したことで衰退しつつある１１。か
つて優位に立った理由も現在の衰退の理由も
現場の技術の問題であり、多少の誇張を含め
て言えば、経営は「戦力」ではないのである。
では、なぜ、わが国の組織の管理部門等に
競争力がないのだろうか。日本の企業システ
ム、経済システムの特色については、経営学、
組織の経済学とくに比較制度分析論などで明
らかにされてきているが、その研究の多くは、
１９９０年代初頭までの日本企業の、主に強みの
理由の分析が中心であり、それ以後の日本の
苦境に対処する方策を提示するための日本の
企業・組織の弱みの分析が未だ十分ではない
ようにも見える。
根本的な理由は、よく言われることである
が、日本の経済システムはキャッチアップに
特化したシステムであることにあると考え
る。言い換えれば、それは、明確な「目標」
が与えられた場合に、その目標の実現に適し
たシステムということである。これを以下で
は「目標達成特化型組織」ということにしよ
う。ここでいう「目標」は、米国に追いつく
とか、Ａ社に追いつくというような全体的な
目標だけでなく、追いつくための技術開発に
おいて、製品の構成要素の各部分でそれぞれ
一定レベルの性能を達成するとか、生産性を
ある一定レベルまであげるというような様々
なレベルの目標を含む。フォロワーではない
フロント・ランナー企業等は、様々な実現可
能なサブ目標間の可能な組み合わせを探索
し、全体の目標の中でのサブ目標間のレベル
を調整することで、一つの目標（体系）をまさ
に「構築」する活動を続けているのである。
外部から見ると、こうした目標の集合体が一
つの「モデル」を形成しているとも言える。
フロント・ランナーには、目標達成能力だけ
でなく、様々な場面やレベルでこうしたモデ
ルを作り出す能力が必要になる。
これに対して、こうした「目標」の体系を
与えるモデルが「外部にある」のが、キャッ
チアップを目指す目標達成特化型組織であ
る。多少誇張して言えば、こうした組織にと
って目標の設定とは、モデルとする企業や組
織を外部から探し、そこからモデル－目標の
セットをコピーして、あとは各サブ目標をど
のレベルにするかを、モデルを参考に「設定」
するだけなのである。つまり、フォロワーに
特化した目標達成特化型組織では、当然自ら
モデル－目標の体系を構築する能力は弱くて
よいことになる。
たしかに日本企業等は、そのモデルをその
まま使ったわけではない。そうしたモデルを
参考に、自企業の能力や環境に合わせて、下
位の各サブ目標のよりよい組み合わせを研究
し、改善を的確に行うことで、優位を確保し
てきたと考えられる。しかし、全体としてみ
れば、すでに何らかのモデルがある場合とそ
うでない場合の違いは大きい。
こうした日本のシステムは、目標があると
きには力を発揮するが、適正な目標の体系を
自ら作り出す機能は貧弱であるといえる。こ
のようなシステムとは、まさに指示を受けて
業務を遂行する組織、つまり業務執行型、
「現場」向きのシステムなのである。ある意
味で頭脳部分の弱い組織である。
かつての日本軍は、欧米諸国の軍隊と比較
して、下士官兵は優秀であるが高級将校は無
能であると評価される傾向があった。例えば、
ノモンハン事件のソ連側司令官ジューコフ将
軍は、スターリンの問に答えて「日本軍の下
士官兵は頑強で勇敢であり、青年将校は狂信
的な頑強さで戦うが、高級将校は無能である」
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１１ DRAMを中心とする日本の半導体産業の盛衰と技術的な動向の関係についての優れた分析「藤村修三『半導体立国ふ
たたび』日刊工業新聞社、２０００」に基づく。
１２ 戸部良一他『失敗の本質』（ダイヤモンド社、１９８４、ｐｐ．３７－３８）や竹内靖雄『チームの研究』（講談社、１９９９、ｐ．１３５）
で紹介されている。
と評したとされる１２。第２次世界大戦でも日
本軍に対した連合国側で、こうした評は少な
くない１３。現場が強くて指導層の質が欧米に
比べて相対的に低いのは、今日特有の問題で
はないと考えられる。
重要なことは、目標の体系を自ら作り出す
機能を放棄することで、逆に「目標」「結論」
が決まっているときに力を発揮する目標達成
特化型のシステムが獲得されたと考えられる
ことである。中根千枝１４が日本の組織の中に
見いだした「タテ社会」の力学、青木昌彦１５
らのランク・ヒエラルキーなどは、そうした
キャッチアップに適合した日本の目標達成特
化型のシステムと制度的な補完性があると考
えられる。
こうしたキャッチアップ型の環境に適応し
た結果、日本の企業システム、経済・社会シ
ステム、政治・行政システムは、「目標あり
き」「結論ありき」のときにもっとも力を発
揮するシステム（つまり目標達成特化型シス
テム）となったと考えられる。例えば、的確
な目標の体系を構築するために客観的で真摯
な議論と専門的な検討を行うことは、議論の
過程で「しこり」を生む傾向があり、それは
一致協力して行うべき目標達成過程ではむし
ろマイナスになる。したがって、こうしたこ
とは避けようとする文化が生じる。つまり
「目標」は、それが客観的に適切であるかど
うかよりも、目標達成の過程で集団や組織の
成員が一致できる目標であるかどうかが重視
される傾向があるのである１６。この結果、多
くの場合に、「目標」の選定には情緒的な要
素がかかわる傾向がある。あるいは議論を避
け、いわゆる「空気」で合意が形成されてい
くのである。わが国の組織では、的確に「目
標」を構築することよりも、目標を円滑に達
成するための手段としての「目標を共有する」
仕組みあるいは文化が優勢である傾向がある
と考えられる。
では、モデルをつくる、目標を組み合わせ
た目標のセットを構築するとは、どういうこ
とであろうか。先行者がいるところでは、そ
のモデルをコピーして修正すればよいから、
モデル、目標のセットを構築するにも、低度
の専門性で足りる。しかし、先行者がいない
ところでモデルを作るには、各部分ごとの専
門家による厳しい検討と評価が必要になる。
ところが、よく言われることであるが、日
本は専門家軽視の社会である。こうした日本
型のシステムでは、真の専門家は重視されな
い。なぜなら、これまでは専門的知識が浅く
ても、外部からコピーしたモデルを基準に考
えれば足りたのである。
逆に「専門家」は、組織の外の専門家社会
の価値観に従って意見を主張し、目標達成に
協働して取り組む組織の和を乱すだけとみな
されがちである。となれば、組織特有の文脈
的な技能、知識、文化、価値観を身につけた
ゼネラリストの方が、こうした「専門家」よ
りも、組織が一致して同じ方向に向けて努力
する目標達成特化型組織には適している。こ
の結果、自然に組織内では、ゼネラリストが
評価されることになる。日本の企業システム
では、専門的人材自身すらゼネラリストを目
指す傾向があるように思われる１７。
つまり、外部から目標を持ってくることの
できるフォロワーの目標達成特化型システム
と、専門家よりもゼネラリストを重視する文
化・風土・システムは制度的な補完性がある
と考えられるわけである。
したがって、人材の採用にあたっては、潜
在能力を評価する材料としてどの大学の入学
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１３ 例えば、司馬遼太郎は、太平洋戦争末期のインパール作戦時のイギリス軍の司令部でよく話題になっていたという次
のような話を紹介している「日本軍の中で信じがたいほど愚かなのは、参謀肩章をつった連中だ」。（司馬遼太郎
『「昭和」という国家』NHKブックス、１９９９）
１４ 中根千枝『タテ社会の人間関係』講談社、１９６７
１５ 青木昌彦『日本経済の制度分析』筑摩書房、１９９２、ｐｐ．３１２－３１５
１６ あくまでも相対的な意味で、そうした傾向があると考えている。
１７ もちろん、様々な判断や意思決定には幅広い知識や調整能力が必要であるから、ゼネラリストの必要性は高いのであ
る。しかし、ゼネラリストが能力を発揮できるのは、基本的な部分が（多数の）専門家に支えられている環境下である。
ところが、わが国では、上から下までゼネラリスト志向が蔓延していて「専門家」がいないのである。
試験に合格したかは重要であっても、大学で
の成績は問われないことになる。つまり、企
業等は大学で学ぶ専門的な知識を重視してい
ないということである。たとえば、米国やヨ
ーロッパ主要国の大学院に在学している学生
数に比較して、わが国の大学院生の数が少な
い原因の一つはここにあると考えられる。実
際、わが国の人口千人当たりの大学院学生数
は１．３人（１９９６年）であり，アメリカの７．７人
（１９９４年），イギリスの４．９人（１９９４年），フラ
ンスの３．５人（１９９５年）など，諸外国の状況と
は大きな隔たりがある１８。もちろん、大学で
行われている専門教育の質が民間のニーズと
合わないという問題もあるだろうが、それは
過去に民間から大学に対して改善の圧力がな
かったことを意味する。つまり、日本の社会
システムが真の専門家を必要としてこなかっ
たことに理由があると考えられる。その結果
として、大学院進学者も少ないと考えられる
のである。
π革新製品創造型組織への転換と大学
しかし、こうした日本の目標達成特化型の
システムは、日本の経済発展自体の結果とし
て修正を迫られている。日本がフロント・ラ
ンナーとならざるを得なくなった結果とし
て、参考とすべきモデルが少なくなったから
である。この結果、日本の様々なレベルの組
織や企業等は、自らモデルを作り出さざるを
えなくなっている。
繰り返せば、モデルがあれば、変化の本質
や要因を理解していないゼネラリストであっ
ても、短期であれば、あるいは狭い範囲の傾
向を知るだけであれば、あるいは「目標」の
レベルを微調整するだけであれば、目先のト
レンドを伸ばすだけで、ある程度の結果を予
想し対応することができる。つまり、変化が
緩やかなときや、欧米企業に追随していれば
よかったこれまでは、欧米の先進的なモデル
を使うことでゼネラリストでも対応できたの
であり、本来、専門家が座るべきイスにゼネ
ラリストが座ってきたのが日本のシステムだ
ったのである。しかし、モデルがないとき、
変化の激しいとき、あるいは長期のテーマは、
単純なトレンドだけでは把握できない。
モデルを作りだし、それを評価するために
は、問題の構造を理論的に分解し体系的に理
解、分析、再構築できる専門的な人材の存在
と、そうした人材を活かすためのシステムが
必要である。しかし、上記のように、日本の
システムは少し誇張していえば専門家を必要
としないシステムである。したがって、多少
の誇張をこめていえば、わが国の組織には、
専門家がいないのであるから、専門家を育成
するノウハウも蓄積されていないし、専門家
を管理するノウハウもなければ、活かすノウ
ハウもないのである。
しばしば日本企業の特徴として、重要な事
業への進出等の意思決定が、企業の横並びで
行われる点が取り上げられるが、それは経営
陣とそのスタッフ部門に専門的な判断・評価
能力がないということであり、外部の「モデ
ル」を参考に（基準として）考えるという日本
企業の意志決定システムを反映するものであ
る。そして、これは単に経営者個々の問題で
あるよりも、わが国企業の人材の採用から育
成、組織内での昇進システムから、組織の編
成原理、仕事のスタイルにいたるまでの日本
の企業システム全体の問題であると考えられ
る。
すなわち、革新製品創造型の道では、革新
的な製品の開発と商品化に関わる様々な段階
や場面で、客観的で専門的な検討や評価とそ
れを踏まえた決断が的確に行われなければな
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１８ 大学審議会『２１世紀の大学像と今後の改革方針』１９９８
１９ あくまでも相対的に弱いという意味である。なお、かつては、ある程度のハイテク型の製品であっても、試行錯誤の
無駄のないフォロワーの方が有利であり、日本企業は、優れた生産技術によって先行者を圧倒していったのである。
しかし、現在は、むしろ先行者が有利になりつつあるように見える。その理由は、おそらく日本企業の生存領域が従
来よりさらに革新性の高い製品分野に移行しつつあり、そうした製品分野では先行者に技術的に追いつくことが容易
ではないこと、また、こうしたレベルでは先行者が特許などの知的所有権を戦略的に活用していることもあると考え
られる。さらには商品のライフサイクルの短縮化、短命化などもあると考えられる。
らないが、日本の企業は、そうしたことが得
意ではないと考えられる１９。
そして、こうした経営能力が弱いシステム
は、専門家よりもゼネラリストを重視する－
日本の誇る「現場に強い」企業システムと制
度補完的であり、指導層の強いシステムへの
転換には少なからぬ努力が必要と考えられる
のである２０。
革新製品創造型産業の道では、第一に、革
新製品開発に関連する研究開発に、大学がこ
れまで以上に重要な役割を果たしていくこと
が期待される。
第二に、専門的人材の育成と活用である。
この問題に関連する状況として、現在、企業
の側でも一部の傾向ではあるが、即戦力とし
ての中途採用の増加や職種別採用の増加など
の傾向が見られ、また、若者の就業意識につ
いても、仕事の内容や職種を重視する傾向あ
るいは専門職志向が顕著に強まっている２１な
どの変化が見られつつある。
大学の専門的な人材育成機能には、上記の
ような日本型の専門家の位置づけや人材育成
システムを転換させていくための鍵の一つと
して大きな期待が寄せられると考える。もち
ろん、大学が専門的な教育に力を入れても、
企業などがそれをただちには評価しない時期
があるかもしれない。にもかかわらず、変化
を引き起こす鍵として大学の役割は重要であ
ると考える。
現在のところ、このようなより専門性の高
い教育への対応は、専修学校や学生集めに危
機感を感じている限界的な大学で取り組みが
見られるものの、一般的な評価の高い大学に
ついては、一部の大学でＭＢＡコースを設置
するなどの動きに限られている。こうした取
り組みが加速されるべきだと考える。
４　地域社会と地域の大学
地方の国立大学は、５０年余の歴史の中で、
地域の有為の人材に高等教育を施すことで、
わが国の産業経済、文化などに多大な貢献を
してきている。地域に自宅から通学できる大
学があることが、より多くの優れた人材に低
い家計の負担で高等教育を受けることを可能
にしたのであり、それらの人材は、地域や大
都市圏の企業等に就職し、わが国産業や文化
の活力を支えてきた。しかし、経済の発展と
ともに豊かさが増し、若者は経済的な制約を
離れて一層広域的、全国的な視点で大学の優
劣を比較し選択するようになっている。
また、地方の国立大学には、地方の豊かな
自然環境の中で、各地域の特色ある歴史文化、
経済産業等の影響の下で様々な分野の研究活
動が行われ、地域ばかりでなく、全国の学
術・文化・産業の発展への貢献が期待されて
きた。こうした地方の国立大学の役割・機能
は、本質的な部分でわが国全体の産業や経済、
文化の活力を維持し、地方に様々な文化・産
業を築く基盤として、多極分散型の国土の形
成に重要な役割を果たすものと考える。
将来の国土形成の視点から見ても、産業構
造の転換を迫られ、付加価値の高い製品の継
続的な開発で経済の活力を維持する必要のあ
る、わが国の地方経済ひいてはわが国経済全
体の活力の維持にとって、地方に優れた国立
大学が存在する意義は極めて大きいと考え
る。むしろ、その環境を考えれば、地方にこ
そ有力な大学が存在すべきである。
∏大学が地域に与える影響
ヨーロッパ中世１３世紀には、都市から追い
出される大学がある一方で、すでに都市間で
大学（団）の誘致競争があった２２。地域レベル
で、大学はどのような期待を背負っているの
だろうか。
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２０ Ｗ．Ｊ．アバナシーらの「生産性ジレンマ」仮説は、いくつかの条件下で、「製品革新」ともっぱら生産性向上を目指
す「製法革新」は一つの組織内での両立が困難であることを示したものであるが、日本の企業システムは、一国の文
化・社会システムレベルで彼らのいう「製法革新」に特化、過剰適応したものとみることもできる。
２１ 富山県『大学生等の就業意識調査』２００１や、樋口美雄「企業の人材戦略の変化と大学教育」青木昌彦他編『大学改革
課題と争点』東洋経済新報社、２００１
２２ 横尾壮英『中世大学都市への旅』朝日新聞社、１９９２
大学が地域に与える影響・効果には様々な
側面がある。たとえば、大学が存在すること
で、①大学の教職員や学生の活動が、地域の
文化の向上に貢献する。②大学が存在するだ
けで文化的なイメージが上がる。そのイメー
ジは一般にその大学の世間的な評価が高けれ
ば高いほど高くなる。③地域の若者が遠隔地
へ費用のかかる進学をしなくてもすむ結果、
経済的に恵まれない若者にも進学の機会を与
えられる。④さらに、産業振興上の意義があ
る。地方国立大学は、その多くの発祥を地域
の産業振興のための教育機関においている。
そのほかに、特に重要な影響の一つとして、
教職員、学生あるいは大学自身の消費による
経済波及効果がある。教職員、学生をあわせ
て関係者が数千人という規模の組織は、地方
には数少ない巨大事業所でもある。
地方の大学が地域に与える経済的な影響
を、人口規模が近く、隣接している富山県と
石川県を例に比較してみることにする。
以下は、きわめて粗い推計であるが、人口
への影響を通して経済の波及効果をみてみよ
う。
まず、直接的な総人口への影響である。学
生合計の差が１８，２５５人、さらに教職員数の差
が３，２１６人であるが、教職員の扶養家族を平
均１人程度とみなせば、その２倍で６，４３２人
の差となる。これらを合計すれば、大学に関
係する人口だけで、約２．５万人の人口の差を
説明できることがわかる２４。
つぎに、こうした人口の差は、消費への影
響を介して両県の総人口にどの程度の影響を
与えているかを考えてみよう。これも、かな
り粗いが、仮に消費の５０％程度が仕入れ等で
県外に流出し、あるいは貯蓄のために消費さ
れないということが繰り返されものとする
と、乗数効果は２倍になる。つまり、直接的
な人口の差２．５万人の消費は、長期的にはこ
うした間接的な経済効果を含めて５万人相当
の人口差を作り出している２５と言えるのでは
ないだろうか。
また、その消費の内容についても、学年の
入れ替わりごとに活動的で常に最新の流行に
敏感な消費ニーズを持つ若者が街に入ってく
る影響は大きい。流行に敏感な若者が多い街
が自然に華やかになるように、若い学生の存
在は街の商業やサービス業に刺激を与えてい
ると考えられる。これら学生をはじめとする
大学関係者の消費、活動や、大学の研究・教
育活動そのものが大学のある都市の文化的な
消費をはじめとする様々な消費を底上げする
ことで、都市の魅力形成に大きなプラスの影
響を与えている。
上記の大学関係者の生活上の消費に加え
て、大学は、教育、研究などの様々な活動の
ために、毎年数十億円～数百億円を地域内で
消費している２６。大学の教育、研究活動は継
続的に行われているのであるから、これらの
消費等は、一時的なものではなく継続的、安
定的なものであり、大学の存在そのものは地
向　井　文　雄12
２３ 文部科学省『平成１３年度　学校基本調査報告書（高等教育機関編）』２００１
２４ 富山－石川間の自宅通学等を考慮していないなど、いずれにしても概算である。
２５ 消費によって地域に残る付加価値分を所得に読み替え、それをさらに人口におおざっぱに読み替えている。
２６ 歳入歳出決算額をホームページ上で公開している金沢大学の例では、平成１２年度歳出決算額は約５１５億円（施設整備費
約１５２億円を除くと約３６３億円）である。なお、このうち人件費は約２０１億円である。
２７ 「教育・研究」は、産業連関表の投入でみると雇用者所得とそれを含む粗付加価値の割合が高い。このため、経済波
及効果として生産誘発効果はそれほどではないものの、部門に一定の最終需要が発生した場合の雇用者所得誘発額や
粗付加価値誘発額は全部門（例えば４６部門表でみて）の中でもっとも高い。
富山県及び石川県所在大学・短大の学生数、教職員数の比較２３�
※短大生には専攻科等の学生を含む�
県�
富山県ａ�
石川県ｂ�
　差引（ａ－ｂ）�
大学数�
６�
１０�
▲４�
短大数�
５�
７�
▲２�
大学院生�
１，２３７�
３，９１２�
▲２，６７５�
大学生�
１０，３０６�
２４，８６８�
▲１４，５６２�
短大生�
１，９９８�
３，０１６�
▲１，０１８�
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１３，５４１�
３１，７９６�
▲１８，２５５�
本務教職員数�
２，２１８�
５，４３４�
▲３，２１６�
域経済において無視できない役割を果たして
いるといえる２７。
以上のように、大学の発展、拡充は、地域
の活性化に大きく影響するといえる。したが
って、地域からは、地域の文化、産業の活性
化などのために大学の役割に期待するところ
が大きい。それに応えるには、大学が様々な
機能を果たす能力を獲得する必要がある。
π危機に直面する地域経済と大学
今日、行政投資が地方経済を下支えしてい
ることはよく知られているが、国の財政が厳
しい中で、地方財政がその多くを依存してい
る地方交付税交付金や各種補助金などの国庫
支出金が長期的には削減されていく可能性が
強い。また、公共事業についても、国際的な
比較や事業効果などを根拠に削減の声が大き
い。こうした国・地方公共団体を通じた地域
間の実質的な所得移転については、現在の方
向としては、ある程度は縮小していく傾向に
あると考えざるを得ない。であるとすれば、
地域の人々の生活等を支えるために地域経済
を維持する方法としては、地域産業の振興以
外の方策はないと考える必要がある。
こうした意味で、上述のように、わが国産
業と、さらにその中で地方の産業が置かれて
いる状況を踏まえると、地域経済の将来に大
学の果たす役割は極めて大きいと考える。社
会や産業の知識集約化が進むなかで、大学が
かかわる地域産業活性化方策としては、一般
に、産学の共同研究などの研究面、技術指導
などのコンサルタント的側面、地域産業に必
要な卒業生の供給、共同研究や卒業生を通じ
た人的ネットワークの要として異業種交流の
促進などのコーディネーター的な役割、大学
発の技術シーズを提供しての事業化、起業家
の育成など様々な役割が期待されているが、
経済の知識集約化を背景に、こうした役割へ
の期待はますます大きくなりつつある。しか
し、現状では、そうした期待と現実の間には
乖離がある。
もちろん、こうした役割への対応は、大学
や大学の教員にある程度の負担を与えるもの
になることは間違いがない。少なくとも、大
学と民間とが連携するような活動では、たと
えば共同研究などの名目で、一方的に大学が
研究資金を受け取るだけの関係ではなく、民
間企業から見て、それなりの成果が見えるも
のでなければ長続きするものにはならないだ
ろう。その意味で、こうした取り組みは、大
学の教員に一定の制約を課すことになるとい
う問題や、単なる企業の研究の下請け研究室
とならないような対策など解決していくべき
様々な課題がある。
しかし、にもかかわらず、大学はそうした
役割を受け入れるべきであると考える。特に、
多くの地方において、理工系の高等教育と研
究をほとんど独占している地方国立大学の
（当該地域における）責任は重大である。また、
こうした地域との結びつきや負担は、一見、
大学の将来を制約するかに見える。しかし、
現在は、世界的にもトップクラスの研究大学
として認識されている米国スタンフォード大
学も、かつては比較的小さな一地方大学に過
ぎなかったこと２８、そのスタンフォード大学
の発展が、シリコンバレーの地域産業との密
接な関係によって支えられてきたということ
を思い起こすべきではないかと考える。
∫地方国立大学に対する住民の意識
地方の国立大学は、その発祥にあたって、
地域の住民、経済界の様々な支援、協力と努
力のもとに設置され、県や県内各地域の発展
の歴史とともに整備、拡充が行われ、今日に
至っているものが多い。さらに、各大学が送
り出す卒業生は地域の中核的な人材として活
躍しており、また、各大学の活動は、地域の
産業、科学、文化、工芸、教育、保健、医療
など様々な分野に多大な貢献をしてきてい
る。
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２８ 原山優子「シリコンバレーの産業発展とスタンフォード大学のカリキュラム変遷」青木昌彦他編『大学改革　課題と
争点』東洋経済新報社、２００１
こうしたことから、地域の住民は、地域の
国立大学の動向に従来から積極的な期待と重
大な関心を持ってきたといえる。地域の住民
は、地方国立大学の直接の関係者ではないこ
とも多いが、その意識において大学の部外者
であるとは考えていないのである。
その大学の卒業生でない住民にとっても、
地元の国立大学の様々な成果、栄誉を誇らし
く感じ、また逆に不名誉があればそれを恥じ
る、あるいは地元の国立大学の世間的な評価
が隣県の国立大学より低ければ、それを歯が
ゆく思う等々といった心情をもって地域の国
立大学を見ているのである。地域住民の素直
な感覚からは、地元の大学が権威ある評価の
高い大学であってほしいのである。まさに地
域の住民は地域の大学の拡張、発展を期待し
ているのであり、それは大都市にある国立大
学に対する都市住民の心情とは大いに異なっ
ているのである。
ª将来に向けて大学に期待する役割１
～地域経済の活性化と地方国立大学～
上で述べたように、経済環境の変化、特に
経済のグローバル化に伴うわが国の産業構造
（の革新製品創造型産業への）転換の要請は、
大学の役割をますます重要なものにしてい
る。特に生命科学やＩＴ関連産業などの先端
的産業においては、研究開発と製品との結び
つきが直接的で深い関係にあるため、大学な
どの高度な研究機関の存在が、各地域のそう
した分野の産業の活力や水準に大きな影響を
与えるようになってきている。
一方、グローバル化によって、強力な「生
産技術」で経済を支えてきたわが国の工場群
特に量産工場が、直接海外の低労働コストの
工場と競合するようになってきている。従来、
生産ラインの立ち上げや生産プロセス開発の
中心になる、いわゆる母工場は大都市圏に立
地しているのに対して、量産工場の多くは地
方に立地してきた。したがって、経済のグロ
ーバル化の進行をそのまま座視すれば、量産
工場の競争力の後退によって、多くの地方で、
地域経済の停滞ないしは衰退が起こる可能性
がある。
ア　産業集積の形成における大学の役割
こうしたことを踏まえ、以下では、グロー
バル化に対応した地方経済の振興策と大学と
の関係について検討を進めたい。特に、地域
にあって理工系部門を擁することの多い国立
大学には、研究開発による技術シーズの提供
や高度に教育された人材を地域産業に送り出
すこと等により、大学が存立する地域におけ
るイノベーションクラスターないしはそれに
準ずるような地域産業集積の形成に主導的な
役割が期待されていると考える。まず産業集
積の特性から考えを進める。
産業集積のメリットについては、Ａ．マー
シャルの分析をはじめ様々な研究が行われて
きている。一般に、集積内ではそれに関連す
る中間財やサービスの需要がまとまり、特殊
な部品等でもトータルで受注量が大きくなる
ために、それらを生産する企業の分業・専業
化が起こりやすい。専業化すると量がまとま
り、学習曲線の効果などで製造ノウハウの蓄
積が進み、製品の質が上がると同時に、規模
の経済などで製造コストも安くなる。その結
果、その集積内で必要とされる様々な中間財
やサービスのコストが下がり、集積内に立地
する企業は、対外競争面でコスト上の優位を
得ることができる。これがさらに集積を促進
するのである。もちろん、そのほかに労働者
の技能形成が容易になったり、柔軟な労働市
場ができやすくなったり、さらには集積によ
ってニーズがまとまることから、様々な種類
やレベルの専門的なサービスが提供されてい
たり、多様な様々なレベルの受発注機会があ
ることで独立開業が容易になるなどのメリッ
トがある。
しかし、こうしたメカニズムは、すべてを
自社内でまかなおうとする大企業だけがたま
向　井　文　雄14
たま隣接して立地するだけでは生じない。相
互に依存しあう必要のある（中小）企業同士が
相互に機能を補完しあう関係が動くことで、
初めて自律的な集積メカニズムが働くのであ
る。
ボストン近郊のルート１２８周辺の企業とシ
リコンバレーを比較、分析したＡ．サクセニ
アン２９によれば、ルート１２８周辺には、ミニ
コンメーカーなど、すべてを自社内でまかな
おうとする大企業が集まっていたのに対し
て、シリコンバレーはいわば相互に依存しあ
う文化のある中小企業が集まっていた。この
結果、当初圧倒的に優位にあったルート１２８
周辺の企業群は伸び悩んでいったのに対し
て、シリコンバレーの企業群は拡大を続けて
いったのである。
しかし、産業集積がすべて同じ特性を持つ
わけではない。以下では、２つの集積のタイ
プを見よう。
第１のタイプは大田区型と呼ぶべきもので
ある。
東京都大田区機械金属工業の集積は、東京
都や神奈川県周辺に立地する企業の（応用）研
究所やいわゆる母工場、開発工場と密接に連
携を取りながら仕事を確保することで成立し
てきた。したがって、そこで作られる製品は、
他の地域よりも発注元の特注に柔軟に対応し
たものが多い。こうした、いわばニーズ主導
型の製品づくりには発注元との密接なコミュ
ニケーションが必要とされるために、発注元
と受注側が地理的に近接していることが不可
欠の条件となる。これをここでは「大田区型」
の集積としよう。こうした地理的な立地条件
は大都市圏からある程度離れた地域には存在
しない３０。この例では最終製品ではなく中間
製品を作っているわけではあるが、これは、
先進国のグローバリゼーションへの対応策と
してあげた２つの戦略のうち「市場密着型」
の特性を持つといってよいかもしれない。
これに対して、第２のタイプはここでシリ
コンバレー型と呼ぶものである。シリコンバ
レーは、サンフランシスコ大都市圏（広義の
シリコンバレ ２ー００万人を含めて６７０万人程度
の都市圏である）に属するが、この大都市圏
の工業生産の規模は、元来はそれほど大きな
ものではなかった。シリコンバレー発祥の核
となった企業とされるヒューレット・パッカ
ード社が創業した１９３０年代はいうまでもな
く、１９５０年代にいたってもカリフォルニアの
有力大学の卒業生の就職先は、主に東部の大
企業だった。シリコンバレー自体は、果樹園
がひろがるのどかな農業地帯だった３１。
こうしたなかで、大需要地から遠いこの地
域では、スタンフォード大学などによる人材
の供給や大学による知的な刺激を受けて、あ
るいは、大学で研究されていた成果のスピル
オーバーやノウハウをシーズとして、全米や
世界に通用する製品を製造する産業が成立し
ていった。大田区の集積が多様なニーズに柔
軟に対応できる高度の「技能」の集積を付加
価値の源泉としているのに対して、シリコン
バレーの集積は、先端的な研究開発をシーズ
として開発された、世界に未だ存在していな
い新しい製品そのものを付加価値の源泉とし
ている。いずれも、他に追随できないものを
競争力の源泉にしているが、その競争力の源
泉はかなり異なるのである。したがって、大
田区の集積では大学に関連する研究開発が重
要な意味を持たないのに対して、シリコンバ
レーでは、大学の研究開発や人材育成、大学
と企業の相互作用を除けば、集積そのものが
成立し得ないほど、大学が重要な役割を持っ
ているのである（ただし時代によって役割の
濃淡はあった）。すなわちシリコンバレーに
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２９ Ａ．サクセニアン『現代の二都物語』講談社、１９９５
３０ 一つの大企業を中心に、その大企業と密接に結びついた下請け企業群で構成するいわゆる「企業城下町」は、当該大
企業の戦略等に左右され、自律的に発展できる産業集積ではないのでここでは除外する。
３１ 枝川公一『シリコン・ヴァレー物語』中央公論新社、１９９９
３２ 今井賢一は、かつて『情報ネットワーク社会』（岩波書店、１９８４）で「技術・情報集積の形成という観点で見た場合‥
‥シリコン・バレーと比較すべきものは、『テクノポリス東京』なのである。」（ｐ．１７）と述べているが、一面、（集
積する産業の特性に影響を与える）大需要地との懸隔性という条件では、東京とシリコンバレーは明確に異なってい
ると考える。この意味で、例えば、ニューヨークのシリコンアレーや東京のビットバレーは大田区型に近いといえる。
育った企業の集積は、大田区のようにニーズ
密着の特注品生産主体ではないという意味
で、シーズ主導型の集積だったのである３２。
これをここでは「シリコンバレー型」の集積
としよう（なお、産業集積としてのシリコン
バレーの特性としてはほかにも様々な要素が
あるが、ここでは、上記の特性に限定して使
用している）。このシリコンバレー型の集積
は、先に先進諸国のグローバリゼーションへ
の対応策としてあげた２つの戦略のうちまさ
に「革新製品創造型」の特性を持つといって
よいかもしれない。
「イノベーションクラスター」とは、新技
術、新製品の開発及び企業の創業の活発化を
ねらいとして、一定レベルの地域集積を持っ
た企業、大学を含む研究機関、ベンチャーキ
ャピタルなどの支援機関や行政が互いにネッ
トワークされているような集積形態をいうも
のとされるが、ここでいうシリコンバレー型
の形態はまさにイノベーションクラスターの
特性を示しているのである。
イ　シリコンバレー型産業集積と大学の役割
特に、その地域が大都市圏とある程度離れ
ている場合には、地理的な立地条件からみて、
大田区型の産業集積形成は難しい。大消費地
や中間財の大需要地から地理的に離れた地域
では、小なりとはいえシリコンバレー型の産
業構造を発展させていく必要があると考えら
れる。
そのシリコンバレー型の産業構造を形成す
るには、少なくとも第一に、地域の産業に必
要な専門的能力を持ち、製品等のシーズを継
続的に生み出せるような人材を供給し、刺激
を与え、あるいは再教育していく機関が必要
である。第二に、革新的な製品等のシーズを
単独であるいは企業と共同で継続的に生み出
す研究機関の存在が必要である。第三に、革
新的な製品の研究開発には、現場型の知識・
ノウハウだけではなく、より基礎的、理論的
な知識が重要である。そうした刺激を企業等
に与える研究機関の存在が重要である。そう
した役割を果たしているのが、例えばシリコ
ンバレーにおけるスタンフォード大学やカリ
フォルニア大学バークレー校等である。こう
した大学を核とする集積は、一つのイノベー
ションクラスターと考えることができる。
すなわち、地方においてシリコンバレー型
の産業集積を形成する（形成に向けて努力す
る）ために、大学は、地域のイノベーション
クラスターの核としての役割を積極的に果た
していくべきであると考える。こうしたシリ
コンバレー型産業集積の形成に向けて、地域
の大学に期待される具体的な役割を改めて整
理すると、おおむね次のとおりであると考え
られる。
第一に、地域企業の技術・研究指導である。
上述のように、革新的な製品開発には、経験
的な知識、現場のノウハウ、暗黙知といった
知識だけではなく、理論的、基礎的な知識の
体系が必要である。地域の中小企業は、経験
的技術や知識の蓄積はあるが、体系的な知識
の視点や従来とは異なった視点からの指導あ
るいは刺激を必要としている。
第二に、地域企業に新しい製品のシーズを
提供するような研究が期待される。
第三に、第一や第二とも関連するが、地域
企業との産学共同研究が期待される。
第四に、地域企業のニーズにマッチした
（専門的）人材の育成供給である。地域産業が
進むべき方向たとえば高付加価値化の方向な
ど、新しい技術動向に応じた専門的な人材が
円滑に育成されることが期待されている。
第五に、地域企業の技術者・研究者その他
の人材の「再教育」である。地方において地
域の産業がさらに発展を続け、地域の雇用が
確保されるには、より付加価値の高い高度に
知識集約化された分野への産業構造の転換が
必要である。このため、地方の産業界には、
進出すべき新しい分野への対応のために、技
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術者の再教育や一層高度な知識と高い能力を
備えた人材が必要とされるようになってい
る。
第六に、大学教員は、就職した卒業生との
ネットワーク、共同研究や指導などの際に発
生したつながりなど様々なネットワークを持
っている。こうした関係・蓄積を生かして、
研究開発に係わる産学官の（人材・組織の）ネ
ットワークの基点、オーガナイザーとしての
役割が期待される。
ウ　中小企業支援の核としての大学
先端的なイノベーションに係わらないレベ
ルであっても、産業集積の形成に大学は重要
な役割を果たしうる。
産業が集積を形成しそれが自律的に発展し
ていくためには、中小企業の役割が重要であ
る。しかし、中小企業が中心となる産業構造
では、各個別企業が独自の研究開発や人材育
成を行うことは資金的にも人材的にも難し
い。つまり、こうした環境下では、公的な機
関のバックアップが不可欠になるのである。
たとえば、ピオリとセーブルが『第二の産業
分水嶺』３３で取り上げた第三のイタリアと呼
ばれる地域では、小さな多くの町がそれぞれ
特定業種に特化した中小企業の集積を形成し
ているが、そこでは、州政府をはじめとする
地方公共団体が設置した研究・技術指導機関
や人材養成学校が重要な役割を果たしたこと
が知られている。こうした役割を、地方にお
いては公的な技術指導機関等とともに大学が
果たしていくべきである。
エ　将来に向けて大学に期待する役割２　
～生涯学習ニーズと地方国立大学～
国民の高学歴化や余暇時間の増加あるいは
高齢者などの増加、価値観の変化に伴う文化
志向の強まりなどを背景として、生涯学習に
対するニーズが増加するとともに、その内容
も、従来の一般教養的なものから、より高度
に専門性をもった分野への関心が増加してい
くと考えられる。これは狭義の生涯学習に関
するニーズである。
一方、自己実現の重視などの価値観の変化
を背景に、企業に勤める人々の中にも不断の
自己研鑽をめざして、働きながら大学や大学
院教育を希望するものが増えつつある。こう
したことを受けて、生涯学習審議会において
も、個人主導のキャリア開発についての学習
機会の充実と学習活動の支援が取り上げられ
ている３４。こうした学習ニーズへの対応は、
広い意味では高等教育機関への社会人の受け
入れとして生涯学習の一環であり、狭義では
企業の必要から行われる技術者等のリカレン
ト教育と同様の性格を持っている。
すでに米国では、全米の高等教育機関在籍
学生数の４割以上がこうした社会人を中心と
するパートタイムの学生となっているとされ
る３５。カリフォルニア大学ロサンゼルス校
（ＵＣＬＡ）のエクステンションセンターは、
講師はすべて非常勤であるが、数百人の専任
スタッフをかかえ、受講生数は正規学生数の
約３倍の約１０万人に達している。
しかし、わが国の地方では、大都市圏と異
なって、民間レベルで提供される生涯学習関
連のサービスの質、範囲、量は極めて限定さ
れている。こうしたことから、地方国立大学
は、社会人特別選抜制度や夜間大学院、科目
等履修生制度、公開講座、昼夜開講制、編入
学制などの制度をさらに積極的に導入・整
備・活用するとともに、民間のサービスや地
方公共団体が提供する生涯学習サービスと役
割を分担し、連携しながら積極的に生涯学習
機会の提供を行っていくことが期待される。
Ⅱ　地方にある大学の戦略
一般に、社会の中で他に頼らない、ないし
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３３ Ｍ．Ｊ．ピオリ＆Ｃ．Ｆ．セーブル『第二の産業分水嶺』（筑摩書房、１９９３）
３４ 生涯学習審議会『生涯学習の成果を生かす方策について』１９９７
３５ 舘昭『大学改革　日本とアメリカ』（玉川大学出版部、１９９７）、ビジネス協議会編、奥島孝康他著『大学ビッグバン』
（日本地域社会研究所、１９９８）
は他に与えるものが大きい者ほど大きい自由
を獲得する。たしかに、社会の期待にそのま
ま応えることがそのまま大学の使命であるか
どうかについては異論もあるに違いない。大
学が研究や教育についてどの程度の自由を獲
得しようと考え、実行するかは、大学が社会
との関わりのなかで自ら考え、判断していく
ことである。地方の国立大学は「特に発展３６
する必要はない」と考える人もいるだろうが、
少なくとも地域の住民は発展してほしいと考
えているし、全国の大学が発展に向けて競い
合うことが、わが国の大学システム全体の活
性化につながると考える。
以下では、大学が、社会の期待に応えつつ、
自らの自律性を獲得、強化していく道につい
て、地域の視点から論じてみたい３７。このた
め、１では「大学の発展と序列」を、２では
「個性・特色ある大学に向けて」を、３では
「社会的なニーズへの対応」を、最後に４で
は「統合を契機に新しい大学に」について考
えることにする。
１　大学の発展と序列
大学を発展させるには、一般的には、研究、
教育や運営のための資金、定数をより多く確
保しなければならない。こうした活動資源を
配分する者が誰であれ、配分にあたっては何
らかの基準を必要とする。その結果、仮にす
べての大学がいわゆる東大型の大学を目指す
なら、東大を基準に明確な序列が形成され、
より東大に近くて歴史と伝統のある大学ほど
有利な活動資源の配分を受けることになるだ
ろう。
歴史があれば、当然長い時間に比例して実
績があり知名度も高い。したがって評判も高
いし、ステータスも高い。教員たちも、そう
した威信の高い大学から声がかかれば普通は
喜んで異動する。つまり、威信の高い大学は、
相対的にますます人材を集めることになり３８、
相対的には実績も出やすい。いわばマタイ効
果３９である。そのような大学に活動資源を優
先的に割り当てることは、誰が考えても合理
的であり効率的である。であれば、それがさ
らに実績を生むことになり、序列は、さらに
強化されることになる。つまり、地方の国立
大学が、ミニ東大を目指して同じように努力
する限り、従来の序列を超えることは大変に
難しいと考えるのが自然である。
もちろん、そうではない個性のある国立大
学もある。例えば一橋大学や東京工業大学で
ある。あるいは富山医薬大であり、高岡短大
である。しかし、今こうした個性ある大学が
各地で、再編統合の波にさらされている。一
般論で言えば、国立大学の再編統合は、ミニ
東大型の総合大学を各地でさらに増殖させ、
従来からの序列を引き続き強化することにな
りかねない。しかし、序列化の推進が国の意
志であると考えることはない。むしろ、国は
多様化を望んでいると考えて良いだろう。
もちろん、再編統合によって、総合大学化
するメリットは大きい。問題は、総合大学化
の強化と同時に、従来の大学間の序列を超え
る努力である。少なくとも、各大学が同じこ
とを考え、同じことをやっている限り、従来
の序列、そしてそれに基づいた活動資源の配
分に変化が生じることは少ないと考えられ
る。いわば「序列化の罠」である。そうした
序列を破る方策は、①大学の個性化と、②社
会的なニーズあるいは資金提供者（配分権者）
のニーズにいち早く対応することしかない。
地方の国立大学が、個性化や、社会的なニー
ズを見つけだし早期に対応しようとする努力
を活発に行うようになったとき、日本の大学
システム全体の活性化が実現すると考える。
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３６ なお、ここで、おおざっぱに大学の「発展」とは、研究や教育あるいは運営、施設整備のための資金が潤沢になり、
研究者、教官のポストが増え、質の高い研究者や学生が集まることだとする。
３７ したがって、以下、どちらかと言えば自然科学系ないしは実学系の分野に重点を置いて考えている傾向がある。
３８ これはもちろん、地方の大学に優秀な人材がいないということを直ちに意味するわけではない。こうしたシステムが
あることで、平均値で見ると差があるだろうということである。
３９ 富めるものはますます富み、貧しきものはますます貧しくなるという聖書マタイ伝の一節に基づいて名づけられた効
果を言う。
２　個性・特色ある大学に向けて
大学の個性化とは、実は大学間の「分業」
のことである。一般論として、市場が大きく
なれば本来分業は拡大する４０はずである。と
ころが、わが国で、これほど高等教育システ
ムが巨大化する中で大学間の分業がそれほど
明確に発達していない。それは、大学が規制
され、保護され、学生に対する大学側の買い
手市場があり、競争がなかったからである。
しかし、１８歳人口が減るなど環境が変わるな
かで、大学においても分業は進行せざるを得
ない。
さて、分業とは専門化である。専門化する
と、一見何か（専門以外の分野）を失うかに見
えるが、今日の分業社会を見ても分かるよう
に、専門化こそ繁栄の基本である。専門化に
よってそれぞれの専門分野の質が上がること
が分業の意義であり、分業は社会にとってプ
ラスであると考える。専門化の中にこそ道は
あるのであり、むしろ、各大学は積極的に新
しい専門化されたポジションを選択していく
べきである４１。
個性化の効果は、たとえば、その大学が取
り組む分野や事業が他の大学で取り組んでい
ないものであれば、それらに対する活動資源
の配分は、一般的な序列とは無関係に決定さ
れるというところで生ずる。
∏研究面で大学の個性化、重点化を推進する
以上のように考えると、地方国立大学では、
組織としてすべての研究分野を強化しようと
することは序列化の罠にはまるだけであると
考えられる。したがって研究分野の重点化を
図る必要があるということになる。具体的に
は、他の大学に比して優位の確保が可能なつ
ぎのような分野を重点とすべきである。
ア　早期に取り組んだ新分野の研究の重点化
イ　すでに優位にある研究分野の重点化
ウ　地域特有のニーズに根ざした研究の重点化
もちろん、こうした重点化は、それ以外の
分野の個々の研究者の努力を制限するもので
はない。むしろ、そうした重点分野以外の
個々の研究者の努力は、将来の新しい重点分
野の芽となるものであり、大学活性化の重要
な要素としてとらえていくべきである。
ア　どこよりも早く新しい分野を発見し取り組む
どこの大学よりも早く新しい研究分野の存
在を発見し、どこの大学よりも早く取り組み、
どこの大学よりも早く現実的な提案を行う。
それによって、新たな施設・設備関係の予算
や人員の要求が通りやすくなる。それが不断
に継続できれば、予算、人員、研究能力の拡
充が継続的にできることになる。したがって、
こうした新しい研究分野の発掘と組織をあげ
ての取り組みを継続的に行っていくことが考
えられる。
かつてケンブリッジのキャベンディッシュ
研究所は、Ｅ．ラザフォード（ノーベル賞受賞
者）の優れたリーダーシップの下で原子物理
学を中心とする分野で数々の優れた研究成果
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４０ Ａ．スミス『国富論』
４１ 例えば、経済学科、法律学科というような一般的な学科と、○○経済学科、□□法学科というように、分野をある程
度限定した学科は、研究者、進学希望者あるいは企業からどのような評価を受けるかを考えてみよう。一見、一般的
な学科の方が何にでも対応可能にみえるという意味で、高く評価されるように見える。また、限定された学科では、
研究や教育内容に制約があるように見え、それを嫌う人々も多いと考えられる。
しかし、全国に、経済学科や法律学科は山ほどある。そうした山ほどある各大学の中で一度固定された評価は容易に
覆すことができない。進学志望者も輪切りであれば、企業からみた評価も輪切りになっているのである。序列で輪切
りにされた中で、意欲のある学生や研究者を集めることも容易ではない。
これに対して、特定分野を重点とする学科は、一般的な経済学科、法律学科の序列から自由である。限定されている
ことで、多数の人々は関心を持たないかもしれないが、逆にその分野に関心を持つ人々は強く引きつけられる。地方
の大学であれば、一般的な学科はローカルにしか学生を集められないだろうが、分野を絞り込んだ学科は、その分野
に興味を持つ全国の人々の強い関心を得ることができる。この結果、その分野に強い意欲を持つ研究者や学生が集ま
るだろう。
一般的な学科では、一定の序列の中で輪切りにされた学生等が集まるのに対して、特定の分野を重点にする学科は、
序列とは無関係に、あるいは序列を意識しない優れた学生などが集まることになるだろう。なお、特定の分野を重点
にするといっても、現実の研究や教育へのしばりは意外に大きくない運用が可能であるはずである。
もちろん、どのような分野に重点化するかは、戦略的な判断が必要である。広すぎても意味はないし、狭すぎては制
約が大きい。人々の興味と関心の高い分野がある一方で、そうではない分野もある。
を生みだしていたが、彼が退任した後の所長
に就任したＷ．Ｌ．ブラッグは、当然、リーダ
ーシップや研究所の運営についてラザフォー
ドと直接比較されることになった（なお、彼
もノーベル賞受賞者である）。当初、彼の評
価は当然に低かった。彼は、原子物理学中心
の体制を改め、当時、海のものとも山のもの
ともつかなかった電波天文学や分子生物学等
を研究分野に追加していった。そうした研究
分野を研究所に取り込んだこと自体が、当初
は彼の評価を下げたのである。しかし、彼の
下で研究分野に追加された電波天文学や分子
生物学等がその後つぎつぎに開花し（例えば
ワトソン、クリックによるＤＮＡの分子構造
解明など４２）、彼は、高い評価を受けること
になったのである４３。
新しい分野は、最初の海のものとも山のも
のともつかないように見える状態から、徐々
に一つの確立した分野へと変化していく。
様々な研究機関や大学は、それぞれ異なる、
どこかの段階でそれを一つの分野として認知
する。それを、より早期に認知し、他の大学
に先んじて組織的に取り組んでいく大学や研
究機関は、その分野でその後継続的に優位を
確立することになる。また、大学内の研究者
が、こうした視点を常に意識していることは、
研究者自身の研究テーマの選定に重要な影響
を与えることになり、そのこと自体が、個々
の研究者の研究を活性化していくと考えられ
る。
必要なのはスピードである。組織としての
取り組みの時期が早いほど、大学外にいるそ
の分野の専門家を楽にリクルートできる。ま
た、早いほど、予算や人員の枠の獲得に競争
相手が少ない。また、場合によっては産学共
同によって研究資金を確保することができ
る。以上が可能であれば、その新しい分野で、
独立した予算と人員を持つ研究部門を他大学
に先んじて設置することも容易になる。
新しい研究分野は、多くの場合、次のよう
なところで形成されることが多いと考えられ
る。
（ア）境界領域
（イ）現実の社会・経済・技術の動きを反映
した応用的研究の周辺
そうであるとすれば、通常時から、そうし
た境界領域や応用的な分野の研究の促進が重
要であると考えられる。伝統のある既存の枠
組みと異なる領域に生ずる「新しい分野」の
発掘に継続的に取り込んでいくには、大学自
体にそうした不確かな分野の研究を許容する
文化や、変化に柔軟に対応できる組織がなけ
ればならない。
（ア）新しい（海のものとも山のものともつ
かない）分野そのものを許容すると同
時に、大学外の新しい人材の導入に拒
否反応を示さないような「文化の形成」
が重要である。そうした文化形成を促
進するには、そのことが、大学にメリ
ットを与えることを理解できるように
すればよい。
（イ）また、このためには、大学の組織や人
事システムそのものを、そうした改編
に柔軟に対応できるように「柔軟な構
造」を持つようにしておくことが望ま
しい。
なお、こうした組織形態のあり方について
は、後段で検討する。
イ　すでに優位にある研究分野の重点化
地方の国立大学でも、ある程度専門分野を
細分化すれば、すでにトップクラスの研究分
野がある。また、他の大学に先駆けて取り組
んだ新しい研究分野は、引き続いて優位を維
持することが相対的に容易である。各大学に
おいては、こうした分野を重点化し、それら
の分野をさらに伸ばしていくべきである。同
時に、そうした優位を背景に、その分野に関
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４２ Ｊ．ワトソン、Ｆ．クリックや、電波天文学のマーチン・ライルも後にノーベル賞を受賞した。言うまでもなく、ワト
ソン、クリックの業績は、現在のいわゆる「バイオ」につながるものであり、電波天文学は、中性子星やクエーサー
の発見などに代表されるように、天文学に不可欠の構成要素として重要な役割を果たし続けている。
４３ 当時のキャベンディッシュ研究所の雰囲気は、ワトソンの『二重らせん』（タイム・ライフ・インターナショナル、
１９６８、（講談社文庫、１９８６））にいきいきと描かれている。
連する分野や隣接分野の研究水準のレベルア
ップを図っていくべきである。
ウ　地域特有のニーズに根ざした研究の重点化
地方の国立大学に個性的な分野を与える源
の多くは、富山医薬大の和漢薬にみるように
「地域」にある。地域特有のニーズに根ざし
た研究のテーマは、そうしたニーズのない地
域の大学に対して優位に立つ可能性が高い。
特に、ある程度の産業の集積のあるところ、
地域に特色ある産業が立地しているところ４４
では、産学官の連携などを通じて様々な研究
の芽となる情報が流入してくることも考えら
れる。研究資金の確保や研究への協力につい
ても、相対的に有利になる可能性がある。
こうした地域ニーズに対応した分野や事業
に対応していくことは、大学の特色・個性を
作っていくことである。東大型大学の特性の
一つは、全国（国際）的な大学といったところ
であるから、地域的な大学、地域ニーズに密
着した大学という考え方は、序列を抜け出す
重要な手段の一つと考えるべきである。
π個性化、重点化を推進するための仕組み
研究分野、教育分野の個性化、重点化を推
進するためには、ア 重点化分野に関する方
針の明示、イ 新しい分野を発掘するルート
の形成、ウ 教員の任用、エ 柔軟な組織につ
いての検討が必要である。また、オ 研究費
配分の増額や講義・演習の一部免除等、優れ
た研究を行っている研究者が評価される仕組
みを強化するなどの教員に対するインセンテ
ィブの制度化等について検討が必要である。
ア　重点化分野に関する方針の明示
重点化とは、人事や研究費等の重点形成を
意味する。こうした重点化は、重点化の運用
がどの程度であるにせよ、教員個々の研究者
としての利害や、学部、学科等の利害に絡む
ものであり、当然学内の合意の元に行われる
必要がある。また、こうした重点化は、短期
的なものではなく、ある程度の長期にわたっ
て継続的に運用される必要がある。
こうした利害の調整を進めつつ継続的に分
野の重点化を図っていく手段として、「重点
分野に関する方針」といったものを策定する
ことが考えられる。これは、研究分野の重点
だけでなく、教育分野の重点化の方向につい
ても記述されるべきである。ただし、教育に
ついては、将来的に強化していく分野を示す
とともに、現在については、各学科の教育課
程のなかでどのような専門部分を重点とした
教育を行うかという方針が中心になるだろ
う。
そして、この方針は、全学的なレベルだけ
でなく、学部レベル、学科レベルの各段階で
策定することが考えられる。方針の内容は、
基本的に、将来に向けてどのような分野を重
点的に強化していくかが中心になる。全学の
重点分野でない学科であっても、学科の中で
重点的に強化していく分野を設定する。それ
によって、将来、その学科が全学の重点分野
となっていく可能性もある。すなわち、学科
も自ら自律的に、戦略的な方向を決定する主
体となるべきである。もちろん、これら各段
階の方針は、統一的な運用のために、方針間
の調整を行い、レベル間の整合性を確保する
必要がある。また、恣意的な運用を避けるた
めに学科レベルの方針についても全学的な承
認が必要とされるべきである。さらに、透明
性を確保するために、方針そのものだけでな
く、策定の過程も公開と参加によって進めて
いくべきである。こうした方針４５は、当初の
運用はゆるやかなものにならざるを得ないか
もしれないが、大学全体の合意に従って、重
点化の程度を徐々にあげていくことが考えら
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４４ たとえば、古くは秋田大学の鉱山学部（現工学資源学部）、最近では福井大学における繊維系大学院（ファイバーアメ
ニティ工学専攻）設置への取り組みなどの例がある。
４５ 当面、こうした方針は、退職する教員の後任の任用を含めて、教員の新規の任用に適用する「強化分野に関する人事
方針」（後出）といったものから出発すべきであるかもしれない。欠員補充等に際しては、こうした方針に配慮して、
強化分野に含まれる専攻を持つ者を優先した選考が行われるべきである。もちろん、これによって過度の偏った選考
が行われ、教育研究上のバランスが崩れることは避けなければならない。どの程度（の偏寄り）を大学の特色としてい
くかについては大学内の合意が必要であり、それが「人事方針」に反映されなければならない。
れる。
こうした方針が学内に明示されていれば、
学内の研究者の研究分野の選定にも一定程度
の影響を与えることになり、自然に、新しい
研究分野、重点分野の研究者の厚みが増して
いくことになると考えられる。
イ　新しい分野を発掘するルートの形成
将来、実際に確固とした分野として確立さ
れるのかどうかがあやふやな新しい分野を、
他大学の評価を聞いてではなく、その大学が
自ら発見し組織的に取り組んでいく必要があ
る。そのためには、そうした分野を学内で自
律的に探索する仕組みが不可欠である。
新しい研究が、まず個々の教員の関心から
出発すると考えれば、そうした個々の教員の
関心を発掘し、評価していく仕組みが必要で
ある。それは、まず個々の教員が提案を行い、
それをピックアップするシステムなのかもし
れない。ある場合には、それは研究費の重点
配分の要求として提出されるかもしれない。
しかし、特に初期には研究費の増額が必要で
ない場合もあるかもしれないから、毎年一定
の時期に探索的な提案を募集するのがよいの
かもしれない。重要な点のひとつは、そうし
た提案を奨励、評価する文化を作ることであ
る。
次のステップは、その評価・選別になる。
評価には、「重点分野に関する方針」が反映
されるべきであるから、各レベルの「重点分
野に関する方針」の策定組織で評価される仕
組みが考えられる。また、提案は、学科から
学部へ、さらに全学レベルへと選抜されて上
げられるのではなく、すべての提案は、各レ
ベルの検討に等しく附されるべきである。新
しい分野が境界的、学際的な部分に多く生ず
るとすれば、狭い領域の視点の評価と広い視
点からの評価は大きく異なる可能性が強いか
らである。
ウ　重点化を可能にする任用システム
強化すべき新規分野や重点分野の強化は、
最終的には定数増によってまかなわれる部分
もあると考えるが、それに至る以前の段階で、
そうした分野の教員の厚みを増す方策が不可
欠である。また、大学の研究分野や教育分野
に対するニーズの変化等を逐次的確に大学の
研究や教育に反映していくためにも、大学の
教員人事を柔軟に行える仕組みが必要であ
る。もちろん、新設のポストについては、ニ
ーズを織り込まない限り新設が認められるこ
とはないのであるから、十分な議論が行われ
るだろう。しかし、新設ポストを待っていた
のでは、変化への対応ないしは変化の先導は
できない。
このため、退官などで欠員補充が必要なポ
ストが生じた際に、後任となる教員の専攻分
野そのものについて、重点分野に関する方針
などをもとに、大学全体の広い視点から議論
を行い、それが反映される仕組みづくりを行
う必要がある。
当然、各レベルの意向には落差があるはず
であり、任用の権限をどのレベル（大学全体、
学部、学科、あるいは横断的なミッションを
果たすセンターの重点分野に関する方針）に
与えるか、その調整をどのように図るかにつ
いては、大学内で枠組みの検討が必要であり、
その検討結果が、レベルの異なる重点分野に
関する方針間の関係に反映されることにな
る。その検討に当たっての留意点を一般論で
言えば、「重点化」あるいは「変化」を促進
するためには、より広い視点が必要であり、
ある程度のトップダウン的な要素が必要であ
ることも事実であると考える。
教員の欠員補充のケースが生じるごとに検
討や協議が行われるのでは、効率の問題があ
り、また透明性の問題も生じがちである。こ
うした問題に対応するためには、上述のよう
に、「強化分野に関する方針」の下位の方針
として、各分野において欠員補充等の際の選
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考の基準の一つとなる「強化分野に関する人
事方針」といったものを全学的なレベル、学
部レベル、学科レベルの各段階で（レベル間
の調整が当然必要）策定しておくことが考え
られる。欠員補充等に際しては、こうした方
針に配慮して強化分野に含まれる専攻を持つ
者を優先した選考を行い、重点分野の人材の
厚みを増していくべきである。
エ　柔軟な組織
教官の人事等の重点化を適切に行っていく
には、組織そのものをこうした変化に対して
柔軟なものとしていく必要がある。たとえば
組織の大くくり化は、こうした柔軟性を確保
する方策として有効なものの一つと考えられ
る。また、教育の組織と研究の組織を分離
（教員は教育と研究の組織に両属）して、組織
編成の自由度を高めることも考えられる４６。
３　社会的なニーズへの対応
社会的なニーズあるいは資金提供者・配分
権者が重要と考えるテーマにいち早く対応す
ることも、序列を超えた資金の配分を得る手
段となる。資金配分を決定する者におもねる
必要はないのであり、その中で大学が必要あ
ると考えるものに対応すればよいのである
が、実際のところ、彼らが必要と考えること
はおおむね社会的な必要があると考えて良い
だろう。
すなわち、第一に、国、地方公共団体や地
域産業が望む方向への大学の対応は、それら
の主体の支援を得るだろうということであ
り、また、第二に、例えば、地方国立大学の
今後のあり方の方向を示すような取り組み、
あるいは今後のあり方に寄与するような研究
や取り組みは国の支援を得やすいだろうとい
うことである。
問題は、そうしたニーズの存在にいかに早
く気づくかである。当然ながら、どの大学で
も気づいてやっていることを後追いしても意
味はない。それは大学の中でも、また全国的
に見ても資源の分散になるだけである。先行
者有利、先行者利得は、ここでも働くだろう。
問題は、あやふやなわけのわからないものの
段階で、いかにそうしたニーズを研究者とし
てあるいは組織として認識し拾い上げること
ができるかである。
これまで、国立大学が地域に無関心であっ
た理由は、研究資金の多くや組織・定数が国
の意向に左右されていたからである。しかし、
こうした体制の下では、何らかの序列をつけ
ざるを得ないし、結果として地方国立大学は、
そうした序列から抜け出ることはできなかっ
たと考える。しかし、こうした制度が変わり、
ある程度の自主性が大学に与えられようとし
ている。となれば、大学の今後を決定するに
は、あるいはより多くの資金を獲得するには、
対文部科学省との関係だけを考えていたので
はすまなくなる。具体的には、地域との関係、
産業との関係が大学の将来に大きな影響を持
つようになるだろう。
もちろん引きずられすぎてもいけないだろ
うし、超然としすぎてもいけない。どの程度
の水準を考えるかは大学の選択になる。しか
し、その結果は、１０年もたてば歴然としてく
るだろう。
４　統合を契機に新しい大学に
評価の高い大学は当然に得である。研究な
どの活動資金も集まりやすい、質の高い学生
も集まる。先にも述べたように、現在の国立
大学のシステムは、そうした評価が固定しが
ちなシステムである。進学希望者、学界、社
会、国から見た序列が大枠で固定されがちで
あり、評価の低い大学には金も人も集まらな
い。こうした現状を破ることはなかなか困難
である。たまたま優秀な教員がいる狭い分野
に限って、部分的にそれが破られることがあ
るという程度だろう。
しかし、今、変化の可能性が生じている。
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４６ 研究と教育の関係については、４のπのオでも触れる。
大学の統合、国立大学法人化などの（主に国
立大学の）大学改革である。
この改革では、各国立大学の研究や教育に
ついて、ある程度の自立性，自律性を与える
方向になっている。こうした中で、各国立大
学すべてに、それぞれ独自の優れた大学シス
テムを作りうる可能性が生じている。大学改
革の狙いの一つは、大学間の競争を引き起こ
すことであると考える。より自律性の高い環
境下で、国立大学間の競争が始まる。
競争は、研究や教育、地域貢献の競争であ
る。その競争は、大学の活動資金の確保の競
争になると考える。資金の確保先は、学生、
国、地域・民間になるだろう。例えば、現在、
わが国の企業が大学に提供する研究等の資金
のうち３分の２は、国外の大学に提供されて
いるのだという。それらの資金を有利な形で
より多く獲得する競争になるだろう。
こうした競争のうち、例えば研究資金につ
いては、従来は、大学教員個人間の競争であ
る傾向が強かったと考えられる。しかし、今
後は、研究について重点分野を持ち、その分
野で研究能力をアピールできる大学、あるい
は産学連携の共同研究を円滑に進めるための
支援システム（ある場合には、それは単なる
事務支援的なシステムかもしれない）を持つ
大学等に相対的に多くの研究資金が集まるこ
とになるだろう。その結果、優れた方針、シ
ステム体制を持つ大学の教員は有利になり、
そうした大学は、より優秀な教員を集めるこ
とができるようになる。
すなわち、大学間競争は、各大学のシステ
ム間の競争になるだろう。以下では、大学の
システムの再編成を進めるためのいくつかの
考え方について検討してみたい。
∏再編の「基本理念」
組織の編成、組織内での権限の配分は、組
織のパフォーマンスに大きく影響する。しか
し、パフォーマンスの良い組織を形だけコピ
ーしても、「序列化の罠」の中でもがくだけ
である。これは、組織形態以外に、たとえば
人事制度、予算制度、事務のフローから組織
の文化にいたるまで、関連する様々な要因が
からみあっているからである。
組織改革が効果を上げるには、まず組織の
目的、ミッションを明確にし、改革の方向、
達成すべき目標を明らかにしたうえで、組織
改革後の形態、任用などの人事のシステムや
組織の文化など組織以外の要素も含めて改
善、改革のあり方を包括的に考える必要があ
る。これらを包括的、整合的に考えるために
は、そうした目的やミッション等を「基本理
念」の形にまとめ直す必要がある。しかし、
「基本理念」が重要だという認識は浸透して
いるが、なぜ必要なのか、どういう位置づけ
が与えられるべきかについて認識がないこと
が多い。その結果、それ（基本理念）は単なる
（いわゆる）お題目の域を出ないものになって
いる。
ア　機能する再編の基本理念とは
「基本理念」は、様々な構想や計画の中に
あって、その全体を統合する役割を果たす。
組織の再編案に基本理念がないとき、組織の
再編は部局レベルの個々の組織の変更の検討
の場面ごと、組織文化の形成に関する対策は
その検討の場ごと、手続き面の改革はそれだ
けというように、改革の分野ごとにバラバラ
の価値観や視点で改革が行われがちであり、
全体的な整合性がとれなくなることが多い。
それは、そうした個々の具体的な検討の場で
は、その問題に特有の様々な視点が持ち出さ
れ（それらに配慮すべきはもちろんである）、
得てして全体の整合性よりも、個別具体の視
点が優先されるためである。もちろん、そう
した分野ごとの改革については整合性を取る
ような努力はされるだろうが、限界がある。
そのようなときに、全体の方向を示すものが
必要になる。それが基本理念であるといえる。
優れた再編案は、第一に、様々なレベルの
個々の再編の具体的内容と理由が、基本理念
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から明示的にかつ論理的に導かれているもの
であり、第二に、その中で、特に再編案の内
容である組織間の関係、権限と責任の配分が
基本理念を実現する方向で調整されているも
のであり、第三に、再編後の運営にあたって
具体的な判断に活用可能な様々なレベルの指
針が、基本理念から明示的にかつ論理的に導
かれ、ビルトインされているものである。
また、この基本理念が作用すべき時間的な
スパンとしては、再編案策定段階だけではな
く、再編完了以後の段階を含めて考える必要
がある。再編案には、この二つの段階にまた
がってそれぞれどのように基本理念を具体化
していくかを示す内容が求められる。
最初の段階は、大学の再編改革の検討にあ
たり、再編の具体的な内容を検討する規範・
目標として使われる段階である。再編検討の
関係者が基本理念を描き出し、それを頭にお
いて再編案を検討することで基本理念は役割
を果たす。そして、再編案の個々の部分の再
編理由は、すべてこの基本理念に基づいて明
示的、体系的に説明されるべきことになる。
それが関係者に対する再編案全体の説得力を
増すことになる。ここでは、基本理念は再編
案の中に体現されていることになる。しかし、
再編が終わってしまうと、基本理念は、その
ままでは精神的なレベルで（お題目として）残
るだけで、再編完了後は、実質的には機能を
失ってしまう可能性がある。
つぎの段階である再編完了後の段階でも引
き続いて、基本理念が実質的に機能するよう
にするためには、大学の執行部の人々の頭に
強く意識され続けるか（人依存型の対応）、あ
るいは基本理念の貫徹を継続的に支える仕組
み（仕組み依存型の対応）が再編案にビルトイ
ンされている必要がある。もちろん、第一の
段階で、基本理念が再編案の中に貫徹されて
いれば、その再編後の新しい機構が動き出す
ことで基本理念は実現していくと言える。し
かし、それは、「再編時点での」基本理念の
具体化に過ぎないのである。再編後の大学内
外の様々な環境の変化に対応して基本理念が
形骸化せず生き続けるには、基本理念を実現
していく仕組みを再編案に付加する必要があ
る。
実際のところ、大学に限らず、基本理念は
あっても、その実現の手段やシステムがそれ
にリンクしているケースはきわめてまれであ
る。
イ　改革における基本理念・ビジョンの役割
上記のように再編後の新しい大学をどのよ
うな方向に発展させていくかに関して、基本
理念の存在は極めて重要である。基本理念が、
改革後の運営上の判断にも使えるような具体
的な基準・規範を提供できれば、将来生起す
る様々な問題に関する判断の方向にぶれがな
くなると考えられる。
たしかに、様々な改革や計画等で基本理念
を打ち出しているケースは非常に多いが、抽
象的な理念が多くて、単なるお題目、精神的
な訓辞にとどまり、組織改革などのレベルま
で降りていないことが極めて多い。その結果、
基本理念と再編の関係は漠然としたものにな
り、再編は方向性を失ってしまう。その場合
であっても、その基本理念を細部に至るまで
理解しているトップがいて、常にその理念を
運営に生かそうと努力し続けていればまだよ
い。しかし、そのかけ声の効果も時間の経過
とともに漸次小さくなっていくし、かけ声を
かける者が疲れれば、あるいは人が変われば
改革の理念は死滅してしまう。
そのようにお題目にならない基本理念のあ
り方とはつぎのようなものであると考えられ
る。
①　改革再編の目的を体現すること
大学改革における基本理念の役割は、基本
的に、改革によって実現しようとする新しい
大学の目的、ミッション、改革の目的を体現
するところにあると考える。「体現」するこ
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とによって改革についての基本方向を定め、
改革の細部に至るまで、改革の考え方が浸透
するようにしなければならない。
②　わかりやすくシンプルであること
改革の基本方向が、関係者のすみずみまで
行き渡り、関係する個人や組織間で解釈の相
違が生じないように、改革の基本的な方向性
を関係者の誰にも分かりやすく示す必要があ
る。したがって、それは、具体的な言葉でシ
ンプルに書かれている必要がある。もちろん、
シンプルであるということは「短く」という
ことでは必ずしもない。一つのフレーズ、ス
テートメントを多義的にしないという意味で
ある。
③　具体性があること
一方で、基本理念は、具体的なテーマに単
純に適用して、それが理念に適合しているか
どうかを判断できるようなものでなければな
らない。判断に利用できるためには、抽象的
であるよりも、具体性を持っている必要があ
る。具体的なイメージをだれもが頭に明確に
描けるものである必要がある。それが「ビジ
ョン」である。
基本理念は、そうした整合を図るためのビ
ジョンを提供するものになるべきである。し
たがって、そのためにも、基本理念にはビジ
ョン性とともに、具体的な判断の基準となり
うるような、ある程度の具体性が求められる。
④　基本理念と具体案が論理的にリンクすること
基本理念に具体性があるというだけでな
く、そうした基本理念と具体案（再編案）が論
理的にリンクしていることが不可欠である。
すなわち、再編の個々の部分の再編の理由が、
基本理念から論理的に導かれるものになって
いる必要がある。基本理念から下位の理念が
論理的に導かれ、その理念からさらに下位の
方針が論理的に導かれ、最終的には、それが
そのまま、大学改革の再編の具体案に接続す
るようになっているべきである。逆に、そう
した論理的な展開ができない「基本理念」
（のセット）は、基本理念としての価値がない
ことになる。
また、基本理念を具体化するための仕組み、
道筋を具体的な改革再編案が含んでいる必要
がある。それがないかぎり、個々の問題の責
任者である執行の当事者、実行者が、問題の
解決の都度、自分（たち）で問題を考えること
になる。そうなると、基本理念はなかなか改
革を貫徹しないことになる。基本理念は、単
なる口当たりの良い飾りにすぎなくなるので
ある。なぜ、このことを強調するかと言えば、
こうした飾りだけの「基本理念」があまりに
多いからである。
π多様な役割に対応するための組織
大学が求められる役割の主要なものとして
は、研究、教育、地域貢献の３つがあげられ
る４７ことが多いが、大学にはさらに多くの
様々な役割が期待されている。こうした複合
的な役割を、学部－学科－研究室といった単
一の組織原理で編成された組織が果たすこと
には多くの困難が伴う。こうした視点から、
以下でいくつかの問題を整理する。
最初に、改革再編のあり方について整理し、
次に従来の編成原理を拡張する視点でいくつ
かの整理を行い、最後に研究と教育に関する
マトリックス組織についてふれる。
ア　再編をルーチン化するシステム
改革再編にあたって、既存の学科等を現在
あるいは近未来の研究や教育あるいは社会的
なニーズに合わせて再編整理することは当然
考えられることである。しかし、こうした再
編は、常に行われるべきことなのである４８。
かつては、研究の分野、教育の分野にかか
わるニーズ、社会的なニーズも比較的安定し
ていた。したがって、組織も安定していてよ
かったのである。しかし、世界の大学システ
ムが肥大化して研究者の数も増え、それに応
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４７ 例えば、コーネル大学総長だったＪ．Ａ．パーキンスは、大学の３つの使命として、研究調査（知識の獲得）、授業すな
わち教育（知識の伝達）、社会奉仕（知識の応用）の３つをあげている（Ｊ．Ａ．パーキンス「大学の未来像－変革過程の
大学教育」Ｊ．Ａ．パーキンス他『大学の未来像』東京大学出版会、１９６８）。
４８ もちろん、これまでも、専門教育におけるカリキュラムなど常に検討と見直しは行われてきたと考えられる。
じて活発な研究が行われると、研究の発展や
変化のスピードは大きくなり、また、経済の
発展、技術の急速な発展に伴って教育ニーズ
なども変化のスピードが大きくなっている。
こうした変動に対応していくためには、組織
の再編を継続的に行っていく必要がある。
問題は、その再編をルーチン化するシステ
ムが大学の組織の中にビルトイン・制度化さ
れなければならないことである。
イ　従来の組織編成原理の拡張の視点から
ここでは、従来の大学－学部－学科－研究
室という編成原理の拡張を考える。
①　組織の大くくり化
研究分野や教育分野等の変化に柔軟に対応
した継続的な組織改編を円滑にする手段とし
て、学部、学科あるいは研究室の統合、大く
くり化は有効であると考えられる。だが、大
くくりにするのであれば、従来以上に研究分
野、教育分野に関する教員間の目標等の分担
の調整、整理等が継続的に行われるシステム
が必要になると考えられる。
②　重点研究分野の組織
先に述べた研究分野の「重点化」のうち、
学科あるいはコースとして成立するような熟
度をもった重点研究分野については、（地方の
国立大学でも学内の措置として）教員を大学
院に順次所属させ研究費等の重点化を図って
いくことも考えられる。そして、さらに一つ
の考え方として、萌芽レベルであっても重点
化の対象となった研究分野の教員について
は、研究費や講義等の負担等に関してこれと
同様な重点化の扱いをしていくことも考えら
れる。つまり、重点分野については、重点化
された大学院に所属するかどうかは別にし
て、同様の重点化のための措置をとっていく
ことを明確にすることが考えられる。このた
めに重点化された大学院とこうした教員を包
括する形式上の組織を設置することも考えら
れる。もちろん、既存組織との関係の整理な
ど課題は多い。たとえば、上述の「重点分野
に関する方針」を学科レベルでも策定すると
した考え方との整合は難しいかもしれない。
③　学部、学科自体の地域貢献を目標とす
るものへの改編４９
大学においては、価値観として研究と教育
の優先順位が高くなりがちである。もちろん、
研究と教育の優先順位が高いことは、大学本
来のあり方からすると妥当であると考えられ
る。したがって、大学の組織編成の基本は、
研究と教育におけるミッションを核に組み立
てられるべきである。
しかし、たとえば仮に大学が地域に貢献す
ることを重要な目標に掲げたときに、それを
学部、学科、研究室あるいは教員個人の日常
的な活動の中に組み込んでいくことは至難と
なる。それぞれの単位が研究や教育などの分
野で別の軽重様々なミッションを抱えてお
り、それら日常の多数の業務の中に埋没して
しまうのである。むしろ、地域貢献は、学部、
学科、研究室あるいは個々の教員の持つ価値
観・文化と相反する関係にある場合も多いと
考えられる。
こうした視点から考えると、地域貢献や地
域産業の振興を大学の重要なミッションと位
置づける場合には、学部・学科の研究機能、
教育機能そのものに地域貢献、産学連携の視
点を組み込むことが考えられる。すなわち、
地域的な課題について専門的にあるいは学際
的に研究する目的を持った学部や学科に、あ
るいは地域の生涯教育についての研究、教育
を行う学部、学科等に再編することが考えら
れる。
ウ　マトリックス組織の活用の視点から
地域貢献あるいはその一部としての産学連
携などを強力に実行する組織形態として考え
られるのは、上記の縦割りの研究教育組織自
体の目的を地域貢献とする方法のほか、マト
リックス組織を活用することである。
①　マトリックス型組織の活用
ここでマトリックス組織とは、基本的な組
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４９ 蝋山昌一の富山県内国立大学の再編案の視点に基づく。
織としては研究と教育を中心とする組織を置
いて教員はそれに所属するものとし、その他
のミッションのためには横断的な組織を置く
方法である。横断的な「組織」としては、委
員会のようなもの、ワーキンググループのよ
うなものということになる。一般には、教員
は研究兼教育組織（ないしは研究専担組織な
いしは教育専担組織）で常時活動し、横断的
な組織へは必要に応じて一時的に参加するこ
とになる。
また、こうしたマトリックス組織を柔軟に
利用することは、組織を硬直化させない方策
としても重要である。例えば、教育（あるい
は基礎的・伝統的な研究分野）を前提とした
編成原理で基本的な組織が作られている場合
に、教員は身分的にはその教育組織等に席を
置きながら、日常の研究は、当面の研究上の
関連の強い教員が分野を超えて同じ特定の建
物に研究室を置くというようなシステムも考
えられる。こうしたシステムがあれば、大学
においても、多数の教員が共同で数年程度の
大規模なプロジェクト研究を行うことが可能
になると考えられる５０。
例えば、教育組織としての「学科」と、研
究組織としての（学内限りの）「研究センター」
という組合せも考えられる５１。この場合、研
究センターは特定の研究目的のために時限設
置とすることが考えられる。設置は、中心と
なる教員が（学内で）参加する研究者を集め、
その教員の申請に基づいて、学内の審査で認
められるか、経費の一定割合を大学の外部か
ら確保できるときに認められるようにする。
設置された研究センターは、必要に応じて積
極的に学外の研究者とも共同研究を行う。す
べての教員が研究センターに属する必要はな
いが５２、研究センターには学内で提供可能な
研究資源を重点配分する。
この際に、重点分野について大学が方針を
公開していれば、そうした分野の申請が増え、
結果的に大学の方針に基づく方向の研究が厚
みを増すはずである５３。
②　マトリックス組織の問題と改善策
しかし、横断的な組織のうち特に委員会レ
ベルの組織については、既に大学内に多数設
置され存在していると考えられる。そして、
これが、大学教員の研究や教育に向けるべき
時間を奪う主要因にもなっていると考える。
こうした横断的な組織が名目だけのものにな
らず、有効に機能するためには（あるいは有
効に機能するために一般の教員に過度の負担
を与えないためには）、そのテーマに常時中
心となって取り組む専担組織５４の強化あるい
は新設が重要と考える。特に、こうした横断
的なミッションを持ったマトリックス組織を
さらに有効に機能させるとともに、委員会や
ワーキンググループ参加の一般教員の負担を
減らすためには、専担組織の人員を強化する
ことが必要ではないかと考える。その定数を
仮に一般の研究、教育分野から抽出するとし
ても、かえって全体としての効率性を増す可
能性があると考える。
エ　横断的専担組織を活性化・機能させるために
大学の中で特に重要な位置づけを与えられ
た横断的なミッションを果たす中核となる専
担組織は、学部や学科のような縦割り組織と
同じように考え、扱い、運用してはならない
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５０ この部分については、多くを小林信一（「大学教育の職業的レリバンスと大学の組織設計」、青木昌彦ほか編『大学改
革課題と争点』２００１，東洋経済新報社）によっている。
５１ これは、ある意味で筑波大学の組織に似ているが、異なる点は、対象となる組織のサイズが小さいこと、また「研究
センター」を時限的な組織と考える点である。なお、組織の名称（「研究センター」）には別のよいもの（例えば「研究
クラスター」）があるかもしれない。
５２ すべての教員が属することにしても良いが、その際には「研究センター」に種別を設けるべきだろう。これについて
は、独立行政法人産業技術総合研究所の新しい研究組織も参考になると思われる。そこでは、おおむね、明確な成果
を目標として人材と資源を投入する最長７年の時限的な「研究センター」、同様にターゲットを絞るが比較的小規模
な研究資源で研究を行う「研究ラボ」、長期的視点で人材育成や研究の芽の発掘を行う「研究部門」という組み合わ
せになっている。
５３ なお、このほかに研究中心の大学院（ドクターレベルを持つ分野）がありうるが、それ自体をセンターの一つと考えれ
ばよい。
５４ たとえば、産学連携における地域共同研究センターのようなものである。
と考える。また、上述のように、大学人の価
値観が基本的に研究と教育にあるとすれば、
専担組織がそれらの価値観に必ずしも適合し
ない地域貢献などの横断的な使命を果たすに
は、その価値観の違いを乗り越えられる程度
に十分な実行手段が当該専担組織に与えられ
るべきであると考える。
①　専担組織の長の位置づけ
大学のミッションを具体化するため、これ
らの専担組織のトップには、大学内でのミッ
ションの重要性に応じて、例えば副学長クラ
スの地位を与えるべきではないかと考える。
それによって、第一に、大学の運営に、学
部長など縦割りの「分野別の代表」だけでは
なく、大学を横断するミッション別の代表い
わば「目標別の代表」の視点を加えることで、
ミッションの具体化を強力に推進することが
可能になる。
第二に、学長、学部長、学科の主任という
いわば縦のラインには、すでに様々なルーチ
ンワークあるいは重要な仕事が張りついてい
るはずである。こうした中に、中長期的な視
点でものを考える必要のある職務を追加して
も、それは多くの仕事の一つとして埋もれて
しまい、実効ある推進は困難である。
第三に、一般に、ある特定の目的を実現す
るもっとも効果的な手段の一つは、その目的
単独の責任者を定め（その目的に関係しない
他の職務を与えず）、権限を与え、責任を負
わせることである。つまり、その目的の実現
の可否のみで評価するわけである。
したがって、一つの案として、大学の基本
理念などに体現されているミッションに基づ
き「不断の革新」を続けていくためには、長
期的方針やミッションそれぞれについて責任
者を定めるという方法は重要な選択肢の一つ
になると考えられる。かつ、それに必要な権
限と権威を与えるという意味で、その責任者
を副学長（ないしは実質的にそれに相当する
位置づけ）とすることは、一つの有力な手段
と考えることができる。
②　目標を実現するための手段の付与
また、大学全体の重要かつ横断的な目標を
分任する専担組織に、大学全体のミッション
に対応した位置づけと、特に、目的実現にか
かわる研究資金や活動資金等の予算配分権や
教員の授業負担の一部軽減を認める権限な
ど、関係する教員等のインセンティブをコン
トロールする手段が与えられる必要があると
考える。
オ　研究と教育に関するマトリックス組織と教育
今日、大多数の大学での教育の目的が大学
研究者の養成にはない現状がある。であれば、
教育と研究の単位が常に自然に一致すること
は元来あり得ないことである５５。
もちろん、従来のように研究と教育を学部
か学科等の一つの組織が担う場合であって
も、研究、教育のそれぞれの分野での変化に
単一の組織で十分対応できるような仕組みが
あればよいはずであり、その方が効率的でも
ある。しかし、結果的に、多くの大学におい
ては、教育と研究は一人の教員の意識の中で
未分離のままであり、教育は研究に付随する
ものという捉え方をされがちであったと考え
る。問題は、研究については大学教員の評価
が実質的に研究活動を中心に行われているた
めに、それ（研究）をドライブする力があるの
に対して、教育にはそうした力が弱いことで
ある。当然、これに対する対策は講じられて
きたはずである。だが、必ずしも、十分では
なかったと考える５６。
これに対して、教育と研究の単位が分離し
ていれば、教育について明確に問題意識と目
標を持つ組織が、教育のあり方を意識的に追
求していくことができるようになると考え
る。同時に、こうした組織では、教育ニーズ
の変化、研究分野での変化それぞれに対して
独立にかつ柔軟に対応が可能である。
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５５ もちろん、研究者を養成している大学でも、学部レベルの教育と研究のためにありうべき組織は一致していなかった
のかもしれない。
５６ 小林信一「大学教育の職業的レリバンスと大学の組織設計」青木昌彦ほか編『大学改革課題と争点』東洋経済新報社、
２００１
組織面で複合的な制度がある例は決して少
なくはない。例えば、必ずしも研究と教育の
関係ばかりではないが、英国のいわゆるオッ
クスブリッジでは、教員は、学寮（カレッジ）
と学部に両属している５７。また、米国の大学
も研究組織と教育組織が分離しているところ
が多く、教員は研究組織に属していることが
多いようである。わが国では筑波大学が、こ
うした複合的な組織を持っている。また、大
学設置要綱の大綱化を契機に行われた教養部
の解体も、こうした研究と教育の分離を行っ
たことになる。さらに、近年、一部の国立大
学で行われたいわゆる大学院重点化（部局化）
も、研究と学部教育との組織上の分離を重要
な要素として含んでいる。
留意すべきことは、上述のように、多くの
教員にとっては、教員の評価システムに関係
する問題等もあって、研究に比較して教育に
取り組むインセンティブが相対的に小さいこ
とである。したがって、研究と教育の組織を
仮に分離するとすれば、特に教育については、
質の高いリベラル・アーツ的な教育や、変化
する社会ニーズに適合したカリキュラム編成
など、基本的教育と専門的人材のニーズへの
対応を担保してゆく強力なシステムが教育側
の組織にビルトインされていなければならな
いと考える。また、研究と教育の組織を分離
しないにしても、実質的には分離した場合と
同様に、教育の水準を維持ないしは上げるた
めの新たなシステム・組織の強化が今後必要
になってゆく（それは教育に関する横断的な
専担組織ということになるだろう）のではな
いかと考える。
Ⅲ　富山県内３大学の統合再編に関する
一つの提案
Ⅰ及びⅡで述べたような視点を元に、現在、
富山県内にある３つの国立大学間で協議と検
討が進められつつある再編統合について、地
域の期待を中心に意見を述べたい。しかし、
いずれにしても、筆者は、部外者である。各
大学、各分野がおかれている状況、あるいは
大学と国との関係等についての知識が十分で
はありえない。したがって、実現不可能な提
案、意味のない提案、実効性に乏しい提案、
実施済みの内容なども含まれているかもしれ
ない。また、いずれにしても僭越にわたる部
分が多いと考えるが、ご寛容をお願いしたい。
はじめに－地域の視点から大学に期待する点－
富山県内の３つの国立大学は、その発祥に
あたって、県民、経済界の様々な支援、協力
と努力のもとに設置され、県や県内各地域の
発展の歴史とともに整備、拡充が行われ、今
日に至っているものが多い。さらに、３大学
が送り出す卒業生は本県の中核的な人材とし
て活躍されており、また、各大学の活動は、
本県の産業、科学、文化、工芸、教育、保健、
医療など様々な分野に多大な貢献をされてき
ている。こうしたことから、富山県民は、各
大学の動向に従来から積極的な期待と重大な
関心を持ってきたところである。
ついては、今回の統合にあたっては、こう
した経緯や現状を踏まえて、一層、県民と大
学との関係が深まり、大学と地域の双方が発
展し、地域の活性化が進むような形で統合等
の具体化が行われることを切に期待したい。
地域の視点から特に期待する点は次のとお
りである。
①　設立と設置の経緯を踏まえ地域と歩む
大学として発展を
第一に、県内の３つの国立大学、富山大学、
富山医科薬科大学、高岡短期大学は、その設
立時から、県民の協力や熱心な運動によって
設立され維持されてきた経緯がある。
富山大学については、日本海側唯一の高商
として設置された高岡高商（のちに高岡工専）
こそ当初から官立であったものの、その創設
費の約４割は県と高岡市が負担している。ま
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５７ 例えば、安部悦生『ケンブリッジのカレッジ・ライフ』中央公論社、１９９７
た、前身の一つ官立旧制富山高等学校は、県
内素封家の寄付によって設立された県立高等
学校が発展したものであり、富山師範学校や
富山青年師範学校も県立の学校として発足し
ている。また、富山医科薬科大学医学部は、
地元の熱心な誘致活動によって設置されたも
のであり、薬学部の前身は、地元薬業界の協
力によって設立された私立の共立薬学校が、
富山市立薬学校を経て、わが国最初の独立薬
学専門学校である県立富山薬学専門学校とな
り、さらに官立の富山薬学専門学校となった
ものが、富山大学薬学部を経て富山医科薬科
大学薬学部となったものである。高岡短期大
学は、高岡市にあった富山大学工学部が移転
した後、地元の熱心な誘致により高岡銅器等
を背景にした工芸の伝統や地域産業のニーズ
を踏まえて設置されたものである５８。
わずか人口１１２万人の県に多様な多くの学
部、分野を持つ３つの国立大学があり、今回
の統合においても様々なシナジーの可能性が
生じているのは、決して偶然のことではなく、
こうした地域の先人の努力によるのである。
３大学には、これらの設置の経緯と地域にお
ける大学の役割・期待を踏まえ、引き続き地
域の課題への対応を中心とし地域に根ざした
大学に向けた再編を期待したい。
②　地域経済の活性化に寄与を
そして、第二に、地域経済の活性化に対す
る期待である。先進国経済と大学の関係につ
いては既に述べたが、富山県経済も、産業構
造の転換は進みつつあるものの、基礎素材型
産業のウエイトは依然として大きいままであ
り、新たな産業はこれに代わりうるレベルに
達していない。一方で、富山県は、大消費地、
大中間財需要地である大都市圏に近接してい
ないために、需要近接型である「大田区型」
の産業集積の形成には限定条件がつく。こう
したことから、「シリコンバレー型」の産業
集積に向けて、産学連携、技術シーズの開発
と移転、企業人材の再教育、起業の促進など
に関して、新しい統合大学に積極的な役割を
期待したい。
③　地域の生涯学習ニーズへの対応を
さらに第三に、地域の生涯学習ニーズへの
対応である。高校進学率が長期にわたって全
国１，２位を続けているように県民の教育に
対するニーズは高い。今後は県民の高学歴化
や価値観の多様化に伴って、特に生涯学習や
リカレント教育に対するニーズがますます高
まっていくと考えられる。しかし、富山県で
は、生涯学習関連の民間サービスの質、範囲、
量は極めて限定されているのが現状である。
このため、大学による生涯学習サービスの拡
充を期待したい。
統合された国立大学（以下「統合大学」と
いう）が、今後、これらの地域ニーズに積極
的に対応していくことは、単に大学の負担の
みを意味するのではなく、むしろ、大学自身
の発展に大きくつながる取り組みになるもの
と考える。
以下は、そうした視点からの、大学の統合
再編・改革に対する一つの提案である。その
内容の概要は、基本的に①学部学科の構成に
立ち入っていないこと、②再編のあり方につ
いての考え方を、基本目標や基本理念に基づ
いて提案していること、③こうした考え方に
基づいて、従来は補助的な組織と考えられが
ちであったかもしれない各種センターなどの
横断的な組織のうち、大学の重要なミッショ
ンに関連するものの位置づけを強化すべきこ
と等を中心に述べたものである。
地域の視点からみた統合大学の再編に
関する提案
１　統合大学発展の基本戦略と目標
一般に、組織が拡大し発展を続けるときに
は、常に新しい人材や考え方が導入され続け
ることになり、これが組織に自然に活性をも
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５８ 富山県『富山県史』通史編Ⅴ近代上（１９８１）、通史編Ⅵ近代下（１９８４）、通史編Ⅶ現代（１９８３）
たらす。これに対して停滞または縮小する組
織には新しい血が入りにくくなるため、組織
そのものの活性が失われ、組織の魅力はます
ます失われていく。今回の統合によって、組
織が単に合理化され大学の機能が縮小される
のではなく、今後の発展を可能にするシステ
ムが再編後の大学組織にビルトインされるべ
きであると考える。
統合の結果、統合大学が、３大学が独立に
存在していたとき以上に一層大きく発展して
いくには、いくつかの条件が再編案に必要で
あると考えられる。
第一に、統合の基本目標が明確であり、基
本目標実現の方法・過程・経路が明確で、か
つそれらが基本目標との関係において明確に
位置づけられていることである。逆に、それ
らが不明確であり、統合大学を構成する各大
学やその中の各学部・学科の意見・構想の単
なる寄せ集めに見えるとき、そうした統合は
統合大学を構成することになる各大学の教員
をはじめとする関係者の積極的な参加を得ら
れないだけでなく、統合大学に対する予算、
組織、定数などの面でも、国からの積極的な
支援を得られないだろう。
第二に、そうした統合の基本目標や、その
具体的な現れとしての新しい統合大学の機
能、組織、基本目標実現の方法・過程・経路
が、進学希望者、大学関係者、地域、国など
にとって十分に魅力的なものである必要があ
る。
第三に、そうした統合の基本目標や、その
具体的な現れとしての、新しい統合大学の機
能、組織、基本目標実現の方法・過程・経路
が、十分に実現可能なものであるように見え
なければならない。
第四に、３大学の統合によって得られる効
率化の枠を積極的に（余すところなく）活用し
て新しい大学の発展の基礎を築くものとすべ
きである。
∏統合再編検討の基本的な軸と発展の基本戦略
すでに各大学においては、各分野の研究や
教育水準の向上・拡充の視点あるいは各学部
の生き残りの視点など、様々な視点から改革
についての具体像が検討されている。しかし、
こうした様々なレベル・観点からの多様な改
革案を整合的、統一的にとりまとめるには多
くの困難が予想される。
特に現在のように限られた時間の下では、
調整が十分になさない結果、そうした様々な
視点を背景とする提案が妥協によって併置さ
れ、統合に関する改革案が、それらの単なる
（混じり合わず統一されていない）モザイクと
なる可能性もあると考えられる。
こうした状況下で必要なことは、それらの
様々なレベルの視点を統合するための新しい
基本的な視点を（それらの上に）定置すること
であると考える。
その基本的な視点として、統合大学が地域
に密着する道をとりつつ発展する道をとるこ
とを強く期待したい。そして、むしろ、地域
に密着することが世界に誇りうる優れた大学
への発展を可能にすると信ずる。特に、「地
域社会への貢献」を統合大学の「義務の一つ」
と考えるのではなく、それ自体を統合大学発
展の基本戦略とすべきである。
すなわち、すでに検討されている様々なレ
ベルの視点を統合する基本的な視点として
「地域と密着する道」を再編検討の基本的な
軸とし、かつ統合大学発展の基本戦略として
定置されることを期待したい５９。
π統合大学の基本目標
「地域」の視点を再編検討の基本的な軸と
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５９ 戦略という視点から言えば、「地域」を「地域社会や国際社会」への貢献のように対象を安易に拡大することは避け
なければならない。限定こそが有効な戦略である。「戦略」とはそもそも重点の形成を核にする概念である。もちろ
ん、重点形成とは重点部分を「限定」することで初めて成立するのである。範囲を広げれば広げるほど、結局、何を
も達成できないと考えるべきである。
また、例えば、地域が日本海に面していれば、自ずと「地域の視点」は環日本海問題に及ぶのである。あるいは、
「地域」産業を考えることは、経済のグローバル化時代にあっては、自ずと国際経済に及ぶのである。いずれにせよ、
地域に大きな貢献することは、すなわちそのこと自体を通じて国際社会に貢献することでもある。
し、かつ統合大学発展の基本戦略とする視点
から、次のような基本目標を設定されること
を期待する。
■基本目標
①地域に開かれ、地域に依存し、地域に依
存される大学になること、及び②不断の革新
を積極的に続ける大学になることの２点を通
じて、③学生、教職員、地域の人々が自ら誇
りうる大学になる。
具体的にはつぎのとおりである。
ア　地域に開かれ、地域に依存し、地域に
依存される大学になること
地域の活力の状況は大学の活力に大きな影
響を及ぼすものであり、多くの大学は、地域
とは離れては存立し得ない。したがって、統
合大学は、基本的に、地域に基盤を置き地域
と相互に刺激を与えあい相互作用を行いなが
ら、地域とともに発展していく関係を作って
いくべきであると考える。こうした意味で、
統合大学にはいっそう「地域に開かれ、地域
に依存し、同時に地域に依存される大学にな
る」ことを期待したい。
イ　不断の革新を積極的に続ける大学になること
大学が他の大学を超えてさらに発展を続け
るには、時代の変化を先導する研究・教育分
野への取り組みと、そのための研究教育組織
や管理運営システム等の再編成を積極的、継
続的に進めていく必要がある。
また、上記１と下記の３の目標は、今回の
ただ一度の統合に伴う再編のみでは実現する
ことはできない。それには長期の努力が継続
される必要がある。そして、このためには、
組織や運営等のあり方を不断に見直し、１，
３などを実現するための必要に応じた様々な
変化を積極的に許容する文化を形成していく
必要がある。統合に伴う再編にあたっては、
こうした文化の形成を後押しするシステムを
新たな運営システムに埋め込んでいく必要が
ある。
ウ　学生、教職員、県民が自ら誇りうる大
学になること
率直にいえば、統合の中核の一つでありも
っとも多くの学生を擁する現在の富山大学
は、これまでの先人の努力にも係わらず、ま
た、個々の教員の努力にもかかわらず、県民、
学生自身にとって、必ずしも自信をもって他
県に誇りうる大学とはなっていない。
ついては、今回の統合を契機に、現在既に
めばえつつあるいくつかの芽を積極的に強化
し、こうした現状を打開することで、統合を
積極的な大学の機能の拡充の契機ととらえ
（あえて単純に泥臭くいうのであるが）「学生、
教職員、県民が自ら誇りうる大学になる」こ
とを目標とすべきである。
∫統合大学再編にあたって配慮すべき条件
当面の再編案は、長期的な大学の発展の方
向を具体化していく視点と方策を埋め込んだ
ものにする必要があるが、さらに、次の視点
を基本的な条件として配慮し、再編を検討す
べきである。
ア 統合に当たっては、３大学の統合のメ
リットを効果的に引き出せるような再編
を行うべきである。統合大学が今後目標
とする研究・教育ニーズにもっとも適し
た組織形態に再編整備されるべきであ
る。
イ 将来、生ずるような新たな研究分野へ
の対応を可能とするような柔軟な組織形
態が選定されるべきである。
なお、当初から完成度の高い再編を目
標とするよりも、組織の構造にフレキシ
ビリティと発展性をビルトインし、状況
や環境の変化に柔軟に対応し修正してい
けるような仕組みを作るべきである。
ウ 現在の３つのキャンパスについては、
それぞれのキャンパスの特性を活かした
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再編を行うべきである。
２　統合大学の長期的方針
統合大学の基本目標を達成するための基本
戦略として上記で提案した「地域に密着した」
大学の視点を踏まえて、３つの拠点大学像を
目指す案を提案する。
①　３つのキャンパスを活かした「地域産
業集積の拠点大学」
②　不断の革新を続ける重点形成型の「高
度な研究の拠点大学」
③　３つのキャンパスで地域に開かれた
「高度な教育の拠点大学」
∏３つのキャンパスを活かした「地域産業
集積の拠点大学」
現在の経済の変化、就中、経済のグローバ
ル化に伴うわが国の産業構造の変化は、大学
の役割をますます重要なものにしている。特
に先端的産業においては、研究開発と製品と
の結びつきが直接的で深い関係にあるため、
大学などの高度な研究機関の存在が、各地域
のそうした分野の産業の活力や水準に大きな
影響を与えるようになってきている。
■「地域産業集積の拠点大学」形成に向けた
基本的な考え方
こうしたことを踏まえ、統合大学は、基本
目標の「①地域に開かれ、地域に依存し、地
域に依存される大学になる」の下に、３つの
キャンパスを活かして、研究開発による技術
シーズの提供や高度に教育された人材を地域
産業に送り出すこと等により、大学が存立す
る地域におけるイノベーションクラスターの
形成、ないしはそれに準ずるような地域産業
集積の形成に主導的な役割を果たす「地域産
業集積の拠点となる大学」を目指していただ
きたい。
なお、その実現を図るためには、基本目標
の「②不断の革新を積極的に続ける大学にな
る」必要がある。
ア　地域産業集積の拠点大学形成に向けた
基本的な視点
地域の発展は、大学に様々な知的な課題を
投げかけ、また大学への多様なニーズを育ん
でいくのであり、そうした地域からの刺激は、
大学の発展に重要な意味を持つと考えられ
る。すなわち、大学の活性化は、地域の活力
に大きく左右されると考えられる。こうした
ことを踏まえると、（逆に）統合大学は、地域
の経済発展に積極的な役割を果たしていくべ
きである。
（ア）地域のイノベーションクラスター形成の
中心拠点に
統合大学が立地する富山県が、大都市圏と
はある程度離れた地域に立地していることを
考えると、この地域では、大田区型ではなく、
小なりとはいえシリコンバレー型の産業構造
を発展させていく必要があると考えられる。
そして、このようなシリコンバレー型の産業
構造を形成するには、すでに述べたように、
地域の産業に必要な専門的能力を持った人材
を供給あるいは再教育していく機関や、革新
的な製品等のシーズを産学連携などにより継
続的に生み出し、あるいは理論的・基礎的な
視点の指導によって研究開発に革新的な視点
を与える研究教育機関の存在が必要である。
革新的な製品の研究開発には、現場型の知
識・ノウハウではなく、より基礎的、理論的
な知識が重要である。そうした刺激を与える
研究機関の存在が重要である。
こうしたことから、統合大学が存在する富山
県においてシリコンバレー型の産業集積を形
成する（形成に向けて努力する）ために、統合
大学は、地域のイノベーションクラスターの
核としての役割を積極的に果たしていくべき
である。
（イ）産業集積の中心となる中小企業支援の核
となる大学へ
先端的なイノベーションに係わらないレベ
ルであっても、産業集積の形成に大学は重要
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な役割を果たしうる。
産業が集積を形成しそれが自律的に発展し
ていくためには、中小企業の役割が重要であ
る。しかし、中小企業が中心となる産業構造
では、各個別企業が独自の研究開発や人材育
成を行うことは資金的にも人材的にも難し
い。つまり、こうした環境下では、公的な機
関のバックアップが不可欠になるのである。
統合大学は、公的機関と連携しながら、こう
した役割を果たしていただきたい。
イ　地域産業集積の拠点大学形成に向けた
具体的な取り組み
統合大学が、地域産業集積の拠点大学とな
るために、次の取り組みを行うべきである。
（ア）地域共同研究センターの抜本的な改組拡充
地域産業集積形成に関する様々な問題の中
心的組織とするため、現在の地域共同研究セ
ンターを抜本的に改組し、拡充すべきである。
新たなセンターは、概ね次のような機能を持
つべきである。
①　地域産業集積形成（産学連携を含む）に
係わる全学の企画連絡調整機能
地域産業集積形成に関する企画調整には、
産学共同研究に対するインセンティブ問題
等、大学の運営のあり方そのものに関する
様々な重要な問題が含まれている。このため、
新たなセンターの調整機能には（予算配分等
も含め）、一定の重みが与えられるべきであ
る。
②　リエゾン機能
産学共同研究のコーディネート機能と事務
の支援機能のほか、産学双方への共同研究に
関する企画提案機能が必要である。
③　ＴＬＯの機能
大学の教員等が開発した特許等の取得、実
用化、企業化などについて、特許の取得に関
する事務、実用化企業の斡旋と交渉、あるい
は実用化企業への資金の斡旋や投資などの支
援機能を持つべきである。
④　教員、学生の起業支援（ソフト面のイ
ンキュベーター）機能
ａ教員が開発した発明等の企業化を支援
する機能の強化
自ら発明したものを企業化するためには、
資金調達から経営能力のある人材の確保など
様々なハードルがある。新しいセンターは、
こうした問題（資金、人材の斡旋、オフィス
の確保など）に対する支援機能を持つべきで
ある。また、インキュベーター施設を持つこ
とも考えられる６０。
ｂ　学生起業の支援
シリコンバレーやサッポロバレーの発祥
は、学生の起業である。また、サクセニアン
が指摘するようなシリコンバレー型の開放的
な文化、スピンアウトをある程度許容するよ
うな文化の形成には、集積の核となった企業
が研究者や学生によって創業されたことが大
きいとも考えられる。サッポロバレーについ
ても同様な傾向がある。こうした学生の起業
を支援するためのコーディネート機能、ある
いは支援のための仕組みづくりを行うことが
期待される。
⑤　ベンチャービジネスに関する研究機能
（及び教育の企画機能）
地域の新規創業を振興する視点から、ベン
チャービジネスの振興方策に関する研究など
を行い、同時にベンチャービジネス創業のた
めの知識を教育する講座等の開設をコーディ
ネートし、地域の企業人、教員、学生等の中
でベンチャー・ビジネスに関心を持つ人々に
そうした教育機会を提供する。
（イ）高岡キャンパスの積極的な活用
現在の高岡短大のキャンパスは、県内最大
の工業集積を持つ高岡市に立地し、県工業技
術センターに隣接している点などを積極的に
活かして、工芸などの現在の機能だけでなく、
幅広い分野の県西部の産学連携拠点として、
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６０ 日本新事業支援機関協議会（ＪＡＮＢＯ）が、２００１年６月にú日本立地センターの協力を得て実施した大学等に対する
アンケート調査によると、全国でキャンパス・インキュベータ（大学型インキュベータ）を持つ大学は、小樽商科大学、
龍谷大学、高知工科大学の３大学のみであり、このほかに計画中が８機関とのことである。なお、キャンパス・イン
キュベータ（大学型インキュベータ）とは「大学等の研究成果の商業化または教職員・学生のための起業化支援施設」
とされる（梶川義実、林聖子「大学等のインキュベーション機能の現状」『産業立地』２００１．１２）。
積極的に活用していくべきである。
また、このため、地域共同研究センターを
改組した新たなセンターのサテライトセンタ
（ーオフィス）を高岡キャンパスに設置すべき
である。
（ウ）産学連携研究等の促進のためのインセン
ティブの強化
大学内の研究者が積極的に産学連携研究や
地域産業集積形成に係わる活動に取り組める
よう、こうした活動に対するインセンティブ
を強化していくべきである。こうしたインセ
ンティブに関する様々な手段の企画・執行な
どの事務については、（文化の形成を除いて）
地域共同研究センターを改組拡充した新たな
センターの所管事項ないしは強い関与が可能
な事項とすべきである。
①　目に見えるインセンティブの付与
産学連携研究や地域産業集積形成に係わる
研究活動等に取り組む教員に対しては、例え
ば次のような具体的なインセンティブが与え
られるべき（あるいは強化されるべき）である。
ａ　講義・演習等の担当時間数の削減
ｂ　研究費配分の増額
②　産学連携研究等を評価する文化の形成
産学連携研究や地域産業集積形成に係わる
研究活動等に取り組む教員が評価されるよう
な文化づくりが行われるべきである。
その方策として考えられるのは、一つには、
上記①のような目に見えるインセンティブで
あり、一つには、そうした個々の産学連携研
究等の活動と大学全体の発展（大学全体の利
益）とを結びつけるような機会を折にふれて
作っていくことであると考えられる。
（エ）研究水準の向上
産学の連携は、必ずしも地域産業のニーズ
に応じた地域密着の研究のみを要求するわけ
ではない。大学がシーズを提供することがイ
ノベーションを中心とした産業集積を形成す
るという視点からすれば、（地域のニーズと
は必ずしもかかわりなく）大学内で行われて
いる研究の水準が重要である。こうしたこと
から、統合大学の研究の水準を引き続き高め
ていくことが重要である。
実際に、国内でも海外でも、産学連携を重
視している大学や、米国などでイノベーショ
ンクラスターの核となっているような大学等
は、（一概には言えないのかもしれないが）む
しろ研究水準が高いように見える。統合大学
が、イノベーションクラスターの核となる大
学となるためには、今以上に高い研究水準が
必要であると考える。
この意味でも、地域の産業集積形成を目指
した産学連携等の推進が研究水準の低下をも
たらし、統合大学の質を低めるものではない
と考える。
π不断の革新を続ける重点形成型の「高度
な研究の拠点大学」
基本目標の「③学生、教職員、地域の人々
が自ら誇りうる大学になる」ためには、統合
大学の研究水準の向上が不可欠である。また、
上記のように、地域産業集積形成、産学連携
の活性化のためにも、研究水準の向上は不可
欠である。
こうした目的のため、まず、各教員・研究
者が個別に一層の努力をして研究実績を上げ
るというような方向はもちろん重要なことで
ある。しかし、それだけで目標が十分に達成
されることはないと考える。
基本目標の「①地域に開かれ、地域に依存
し、地域に依存される大学になること」及び
「②不断の革新を積極的に続ける大学になる
こと」を踏まえて、高度な研究の拠点大学を
形成するには、次の基本的な考え方を基本に
進めるべきである。
■「高度な研究の拠点大学」形成に向けた基
本的な考え方
新しい分野への積極的な取り組みと、新し
い統合大学の組織の中に大学の研究水準の継
続的な向上を可能にするシステムを埋め込む
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ことによって、「不断の革新を続ける－重点
形成型の－『高度な研究の拠点大学』」を目
指すべきである。
このため、全学、学部、（また、必要に応
じて学科）単位で、強化すべき新規分野、重
点分野を特定した『研究の強化分野に関する
方針』といったものを策定し、強化の方向を
明確にすべきである。当然、全学と学部など
レベルの異なる方針の間には、目標と運用の
統一のために調整と整合性の確保が必要であ
り、学部、学科レベルの方針についても全学
レベルの承認が必要とすべきである。
また、こうした方針を具体化するための、
例えば人事に関する方針（後述）や、図書館の
文献・雑誌等の重点収集分野に関する方針等
が整合性をもって策定されるべきである。さ
らに、たとえば研究費面では、全学の研究費
の一定割合を全学レベル、学部レベルでプー
ルし、全学、学部の各重点分野に重点配分す
る仕組みなどが必要と考えられる。
ア　新しい研究分野の発掘と組織化－境界
領域等の研究の積極的な取り込み－
（ア）新しい分野の組織的な研究の実施
どこの大学よりも早く新しい研究分野の存
在を発見し、どこの大学よりも早く取り組み、
どこの大学よりも早く現実的な提案を行うた
めに、新しい分野の組織的な研究の実施と、
それに伴う研究教育組織の適時の改組を適時
に行っていくべきである。また、分野間の共
同研究を促進するための仕組みも必要と考え
られる。これらを促進するための方策として
次の点も考えられる。
・　異分野間の共同研究への研究費の重
点配分
・　離れたキャンパス間、同一キャンパ
ス内での離れた地区間の共同研究を円
滑にするための双方向のマルチメディ
ア・ネットワーク活用の研究・試行
（イ）一つのステップとして統合を契機とする
取り組み－新たな研究組織の新設－
３大学の統合を契機に、新たに学際的な領
域等にある新しい研究分野をターゲットにし
た研究教育組織を少なくとも１つ以上作るべ
きである。こうした取り組みは、以後の新た
な取り組みのモデルとなることを考慮して、
そのあり方の検討を行うべきである。
この組織に与えるべき特性としては次の点
も考えられる。
ａ　教員は任期制を導入することを検討す
べきである。
ｂ　ポストドクター用のさらに短い任期の
ポストを導入することも考えられる。
ｃ　民間や海外も含めて新しい人材を導入
すべきである。
イ　優位性のある研究分野の重点化
統合大学では、つぎのような視点で重点分
野を選定していくべきである。
（ア）早期に取り組んだ境界領域など新分野の
研究の重点化
（イ）すでに優位にある研究分野の重点化
（ウ）地域特有のニーズに根ざした研究の重点化
このうち（ウ）については、富山県では、
様々な地域づくり施策、長期構想をもって戦
略的な地域づくりを進めている。統合大学で
は、こうした地域の課題あるいは地域に埋も
れている新たな課題を発掘し、研究などの面
から積極的に取り組んでいくべきである（次
の細部は富山県民新世紀計画参照）。
①　環日本海地域の中央拠点づくり
②　生命科学の国際的基地づくり
③　人づくりのパイオニア県づくり
④　歴史と文化の浪漫回廊づくり
⑤　大交流時代の未来都市づくり
⑥　全県快適いやし空間づくり
⑦　「立山・黒部・有峰　世界の宝」づくり
⑧　「不思議の海　富山湾」フロンティアづくり
⑨　エコトピアとやまづくり
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⑩　食文化のふるさとづくり
⑪　とやま「ものづくり」ルネッサンス
⑫　電脳とやまづくり
ウ　研究活性化ためのシステム
以下のような研究活動の活性化を促進する
仕組みを埋め込む必要がある。これらは、直
接的にも間接的にも既存の教員陣に刺激にも
なると考えられる。
（ア）共同研究の推進など各分野の外部からの
継続的な刺激の導入
①　産学連携の推進
現実の地域経済や産業・生産企業との係わ
りを持ち、刺激を受けることが重要である。
このために、リエゾン機能の強化など、地
域共同研究センターを改組拡充した新しいセ
ンターの機能、位置づけの強化を図ることが
重要である。
②　地域との連携の推進
地方公共団体等は、様々な地域の課題につ
いて審議会や研究会などでの助言等、大学の
研究者の助力を求めている。こうした具体的
なテーマに関する地域との結びつきは、大学
の研究者にも、有益な情報や刺激を得る機会
にもなると考えられる。産学連携と同様に、
こうした連携をさらに促進する取り組みが考
えられるべきである。
③　海外研究者を招請した共同研究の推進
産学共同研究の推進はもとより、国内、海
外の大学等の研究機関との共同研究を推進す
るとともに、優れた能力を持ちながら研究環
境に恵まれない環日本海対岸諸国から、優れ
た研究者を招いて行う共同研究をさらに積極
的に推進するべきである。
④　学内異分野、他大学との共同研究の推進
境界領域（学際領域）の研究等を促進するた
めに、学内異分野、他大学との共同研究を促
進する方策を講ずるべきである。特に、大学、
学部、学科レベルで重点とする方針を打ち出
している分野の共同研究については、研究費
の重点化などの促進方策を図るべきである。
⑤　多様な人材の導入
既存の組織に刺激を与えることばかりでな
く、異質な人材を集めること自体が新しいも
のを生み出す可能性がある。こうした視点か
ら、次のような新たな領域からの人材の導入
を可能とする仕組み等を作り、実行に移すべ
きである。
ａ　海外の研究者の採用
教員の公募等にあたっては、広く海外をも
対象にすべきである。また、分野によっては、
意識的に海外からの採用も図るべきである。
なお、この場合、専門科目の講義などを考
えると、実質的には英語の能力が採用の必要
条件となると考えられる。
ｂ　民間人材の採用
特に、新しい分野を早期に立ち上げようと
する場合、そうした分野は、多くの場合、学
問分野として必ずしも十分に確立されていな
いと考えられる。であれば、そうした分野の
人材は、むしろ、民間にいるケースが多いと
考えられる。
ｃ　既存大学等からの採用に当たって配
慮すべき事項
異質な人材を集めることが刺激を維持する
という趣旨（その他様々理由も含めて）から、
特定の大学の出身者が集中することは一般に
好ましくない状態が発生しやすいと考えられ
る。したがって、少なくとも、近接領域では
特定の大学出身者が集積することを防止する
ような人事方針があるべきである。
（イ）人材導入のための仕組み
①　新しい才能と意欲ある人材の導入のた
めの仕組み
任期制の導入など新しい才能と意欲ある人
材の導入（企業等からの専門的な人材の導入
も含めて）が可能な仕組みを、運営・人事シ
ステムに埋め込む必要がある。
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②　新規重点分野の強化に関する「欠員補
充等に関する人事方針」の策定
また、強化すべき新規分野や重点分野を強
化するための仕組みは、最終的には定数増要
求によってまかなわれるべきであるが、それ
に至る準備段階でも、そうした分野の研究者
の厚みを増す方策がとられる必要がある。
このためには、各分野の欠員補充等の際の
選考の基準の一つとなる「強化分野に関する
人事方針」といったものの策定を検討してい
くべきである。
こうした方針が明示されていれば、学内の
研究者の研究分野の選定にも一定程度の影響
を与えていくと考えられ、そうしたことによ
って、新しい研究分野、重点分野の研究者の
厚みを増していくことになる。
こうした人事方針は、全学的なレベル、学
部レベル、学科レベルの各段階で必要である。
また、統一的な運用のためにレベル間の整合
性を確保する必要があること、恣意的な運用
を避けるためにも、各レベルの方針間の調整
を図り、学科レベルの方針に　ついても全学
的な承認が必要とされるべきである。
③　優れた研究を行っている研究者が評価
される仕組み
研究費配分の増額や講義・演習の一部免除
など、優れた研究を行っている研究者が評価
される仕組みを強化する必要がある。
④　優れた人材の定着を図る仕組み
人材の定着の要素としては、優れた研究環
境（研究スペース、研究設備、研究資金、研
究スタッフ、刺激となる関連分野の人材の集
積等）や上記の評価、地位、報酬などのほか、
大学自体の名声や居住環境、都市の文化環境
など大学が対応できない条件も含めて様々な
要因が考えられる。十分に満足されるような
対応は困難であるとも考えられるが、優れた
研究者自身が、少なくとも「配慮されている」
と認識されるような優遇の仕組みは考えられ
るべきである。
（ウ）外部研究資金の確保
①　産学連携の推進
産学共同研究等を抜本的に促進する体制を
整備することが必要である。
このために、既述のように、リエゾン機能
の強化、ＴＬＯとしての役割、ソフト面での
インキュベーター的機能の強化など、地域共
同研究センターを改組拡充した新しいセンタ
ーの機能、位置づけの強化を図ることが重要
である。
②　各種外部研究資金導入のための支援体
制の整備
産学連携以外の官民のさまざまな研究資金
や制度についても、そうした資金制度の発掘、
資料の整備を進め、資金そのものの所在案内
や事務手続きの支援・相談など、研究資金獲
得のための支援を行う体制を整備する必要が
ある。
∫３つのキャンパスで地域に開かれた「高
度な教育の拠点大学」
基本目標において「①地域に開かれ、地域
に依存し、地域に依存される大学になる」こ
とを目指す統合大学は、次のような教育ニー
ズに積極的に対応していく必要がある。
第一に、地域及び全国の若者たちの向学の
意欲への対応である。
第二に、富山県において地域の雇用を確保
していくには、より付加価値の高い分野への
産業構造の転換が必要である。このため、県
内では一層高度で時代のニーズにあった知識
と能力を備えた人材が必要とされるようにな
っている。
第三に、県民の余暇時間の増加あるいは高
齢者などの増加を背景として、県民の生涯学
習に対するニーズが増加していくとともに、
その内容も、従来の一般教養的なものから、
より専門性をもった分野への関心が増加して
いくと考えられる。
基本目標の「①地域に開かれ、地域に依存
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し、地域に依存される大学になること」及び
「②不断の革新を積極的に続ける大学になる
こと」を踏まえて、高度な教育の拠点大学を
形成するには、次の基本的な考え方を基本に
進めるべきである。
■「高度な教育の拠点大学」形成の基本的な
考え方
教育を専門的なサービスととらえ、学生、
地域のニーズ（の変化）に対応したカリキュラ
ム、教材及び提供システムの継続的な開発と
提供を進める体制を整備すること、また、３
つのキャンパスを積極的に活用するととも
に、サテライト・キャンパスや遠隔講義など
のオンライン・ユニバーシティ化を積極的に
追求することで、「３つのキャンパスで地域
に開かれた『高度な教育の拠点大学』」を目
指すべきである。
ア　教育機能提供の方向
（ア）専門教育の充実
現在の３大学の大学院の在籍学生数は約１
千人あまりであるが、これは、金沢大学１校
の約半分にすぎない。すなわち、石川県との
比較でも、富山県では学部学生数の差以上に
大学院レベルの教育（研究）機能が不足してい
るのである。こうした状況は、将来の高度な
産業分野での本県産業のイノベーション能力
や、新規創業の活力に大きな影響を与えてい
くと考えられる。
①　大学院教育の充実
ａ　研究水準の高度化を進め、大学院教
育の枠の拡大と充実を図るべきであ
る。
ｂ　時代のニーズに対応した専門大学院
（コース）の柔軟な開設を図るべきであ
る。
②　学部教育の充実
学生及び地域のニーズに対応した専門的教
育を提供する。また、ニーズの変化に対応し
たコースの柔軟な開設を図るべきである。
③　留学生の積極的な受け入れ
学生たちの国際交流経験の機会の拡大と、
学生たちに、多様な文化、多様な視点の刺激
を与えるために、海外からの留学生を積極的
に受け入れるべきである。特に環日本海交流
の促進の視点から、北東アジア地域からの留
学生を積極的に受け入れるべきである。
④　社会人大学院教育の充実
企業は、産業構造の変化に柔軟に対応して
いくため、製品ポートフォリオのより高付加
価値分野への転換を目指して、その技術、研
究開発能力を拡充していく必要があるが、そ
のためには、従業員の知的・専門的な能力の
向上を不断に図っていかなければならない。
このために、県内企業従業員の大学院レベル
の教育が必要になりつつある。こうした視点
から、次の点を充実していくべきである。
ａ　社会人特別選抜枠の拡大
ｂ　企業従業員への大学院教育のための
遠隔講義システムの実験・研究
ｃ　社会人の入学を前提とした専門大学
院（コース）の開設
⑤　社会人に対する専門教育コースの提供
技術環境や経営環境の変化等に対応するた
めに、富山県の企業は、様々な新しい知識や
技術を獲得していく必要がある。こうしたこ
とから、必ずしも学位などの資格は必要とし
ないが、特定の分野について大学院あるいは
大学学部レベルの教育機会が必要とされる場
合がある。このため、このようなニーズに対
応した専門的コースを、夜間、休日、夏休み
などの期間を利用して開設し、県民、産業界
に提供していくべきである。
（イ）生涯学習機能の充実
生涯学習に対するニーズに応えるため、次
のような対応を進めるべきである。
①　大学・大学院学生向け講義等の県民へ
の開放
すでに実施されている大学・大学院学生向
け講義等の県民への開放は、従来で言えば、
向　井　文　雄40
聴講生的な位置づけのものになるが、手続き
面や環境条件を整備することで、県民が利用
しやすくなることが期待される。この方式で
は、学生向けの講義などとは別に、あらため
て教員の手配をしたり、内容を企画したり、
教室の手当をしたりする必要がない。すなわ
ち、教室に余裕があれば、そのまま学生と一
緒に受講してもらえばよいことから、取り組
みやすいと考えられる。
なお、問題は受講者の増加対策であり、開
放の拡大に当たっては、地方公共団体が協力
し、ＰＲや手続き面等を分担・代行すること
も考えられる。
ａ　県民が受講できる講義等の数の拡大
ｂ　より受講しやすくするための方策の
実施
・　シラバスの記述内容の充実と配布
（場合によっては書店で販売）
当該講義を受けるために必要な
基礎的な知識のレベル、講義の内
容、目的、受講によって何が得ら
れるのかなどについての内容の充
実が必要である。
・　夜間開講科目の拡大
働く県民が受講しやすいように
昼夜開講制のなかで夜間に開講さ
れる科目の増加が必要である。
②　本格的な生涯学習サービスの充実
統合大学が持つ高度の人材を活かし、休日、
夜間や夏休み期間中を利用して行う県民向け
の生涯学習サービスの本格的な提供を行う。
そのＰＲや手続き面については、地方公共団
体が協力・分担することも考えられる。
イ　高度な教育サービスを提供するための方策
上記の教育サービスを提供するためには、
専門分野の教員陣、予算などが必要になる。
これらを確保するために、次のような方策を
推進する必要がある。
（ア）新しい教育ニーズに積極的に対応したカ
リキュラムによって予算と学生を確保
社会的なニーズに的確に対応したカリキュ
ラムやコースの設定を、他の大学に比べて早
期に積極的に行うことで、必要な予算や全国
の学生の確保を図るべきである。
（イ）社会人対象の教育サービスでは地域ニー
ズにあったカリキュラム・コース編成
社会人対象の教育サービスについては、サ
ービスの対象者は、ほぼ富山県内及び隣接県
の一部に限られることから、学生を確保する
ために、地域住民や企業の教育ニーズに適合
したカリキュラムの開発を進める必要があ
る。従来からあった学生向けのカリキュラム
やコースを単に社会人に開放するというだけ
でなく、社会人の現実のニーズに応じたカリ
キュラムを提供することによって、より多く
の学生を集めることが可能になると考えられ
る。
（ウ）大学の研究水準そのものの向上
新しい研究分野への進出や優位にある研究
分野の重点化（高度な研究拠点大学の項参照）
を通じて、高度な専門教育のための教員陣を
確保していくべきである。
（エ）教育関係人材のインセンティブを高める
システム
講義、実習や演習などの実施、プログラム
の企画、教材開発などに積極的に取り組む人
材や優れた教育能力を持つ人材を評価し、イ
ンセンティブを与える仕組みを検討し、実施
に移す必要がある。
ウ　高度な教育サービスを提供するための
具体的な体制・システムの整備
（ア）常に新しいカリキュラムやコースの研究
を推進するための体制整備
上記イの（ア）（イ）を実現するためには、常時、
各分野の研究や全国、地域の専門教育や生涯
学習ニーズ（これについては下記のエクステ
ンションセンターと連携して）の動向を把握
し、時代の教育ニーズに対応したカリキュラ
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ムの編成やコース、学科等の編成の研究を続
け、開設にいたるまでの具体的な準備活動を
行う過程が必要になる。
このためには、こうした活動を継続的に実
施できる組織を整備すべきであり、その組織
は常設の研究機能を持つことが望ましいとも
考えられる。
なお、同時に全学の各分野の研究者等が、
こうした新たな専門カリキュラム等について
提案を行うことが奨励されるような文化が根
付くようにすべきである。
（イ）全国の国立大学に先駆けた本格的なエク
ステンションセンターの設置
社会人に対する生涯学習機会の提供を円滑
に進め、利用者を拡大していくためには、受
講に関する手続きなどの受け入れ面や支援窓
口の一本化が必要とされる。また、教員によ
る社会人向けのカリキュラムの開発、教材の
開発への支援をはじめ、具体的な実施に関す
る作業や問題への対応、ＰＲ、ニーズの調査、
企画、予算の確保などに関して様々な活動が
必要とされる。
このため、全国の国立大学に先駆け、統合
大学の基本目標である「①地域に開かれ、地
域に依存し、地域に依存される大学になるこ
と」を目指して、社会人に対する教育を専門
的に取り扱う部門を設置・強化すべきであ
る。
（ウ）３つのキャンパスの効果的な活用とサテ
ライト・キャンパス等の開設
大学が３つのキャンパスを持つことを積極
的に活かして、生涯学習関連講座や企業従業
員に対する専門教育コース等を開講する。ま
た、富山や高岡などの駅周辺の交通至便地に
サテライト・キャンパスを設置することが考
えられる。
（エ）オンライン・ユニバーシティの一環とし
ての遠隔教育への取り組み
大学の３つのキャンパスやサテライト・キ
ャンパスの間を、あるいは協定を結んだ企業
内に設置された教室間を結んだ遠隔講義の実
験、試行を進めるべきである。
１　長期的方針実現のための環境の整備
∏物理的環境の整備
ア　３つのキャンパスの積極的活用
３つのキャンパスは、地域と連携した研究
教育などに積極的に活かされるべきである。
特に高岡キャンパスについては、工芸・デザ
イン系等の研究教育の拠点としてだけでな
く、工業立地の進んでいる県の西部にあり、
県の工業技術センターに隣接する立地を生か
して、県西部の産学連携・産業集積形成と生
涯学習の拠点として積極的な役割を与えるべ
きである。
イ　３つのキャンパス間の連携とオンライ
ン・ユニバーシティの構築
統合大学は、３つのキャンパスが分散して
いる環境を積極的にとらえ、各地区内の離れ
た研究施設や教育施設間の共同研究や遠隔教
育を促進するために、双方向大容量の情報通
信システムを利用した取り組みを積極的に進
め、ブロードバンド時代に対応した新しい形
の大学像を積極的に追求すべきである（以下、
この取り組みを総称して「オンライン・ユニ
バーシティ」化への取り組みということにす
る）。
（ア）分散キャンパス間の効果的な連携の促進
分散したキャンパスの連携を効果的に図
り、３つのキャンパスを統合的・一体的に活
用できるようにするための研究と様々な試行
を積極的に行っていくべきである。
特に、双方向のＩＴ技術を活用した講義・
演習・実験の遠隔実施に関する実験的研究と
試行を積極的に進めるべきである。また、そ
れは、異なったキャンパスや同一キャンパス
内の離れた地区にある研究室間で共同研究を
行うための実験的研究と試行を含むべきであ
る。このオンライン・ユニバーシティへの取
向　井　文　雄42
り組みは、３つのキャンパスやサテライト・
キャンパス等にある大学の施設内の教室や研
究者等を結ぶだけでなく、企業内の教室や研
究室、家庭内での学習者等を結ぶバーチャ
ル・ユニバーシティへの志向を含めて構想さ
れるべきである。
オンライン・ユニバーシティへの取り組み
を中心に、３つのキャンパス間の連携を強化
するための様々な取り組みを積極的に実験・
研究し、利用を促進、支援していくための支
援・研究センタ （ーたとえば「マルチキャン
パス＆オンライン・ユニバーシティ研究セン
ター」）が必要である。このセンターを核にし
て、情報通信手段のほか、さまざまな手段を
活用して、３つのキャンパスを効果的に利用
しながら、研究、教育や産学連携を円滑に行
うという「研究と実験」を総合的に行うこと
が考えられる。
（イ）３つのキャンパスを積極的に生かすため
の研究センターの意義
今後、国立大学の統合再編が進むと、多く
の大学で分散キャンパスの問題が出てくるこ
とになる。したがって、全国の大学のために、
複数のキャンパスを積極的に生かすための研
究が必要である。
もちろん、従来からいわゆる「たこ足大学」
はあったが、それは、従来型の情報通信・交
通手段にフィットした形で、キャンパスごと
にある程度の自己完結性をもつなどの形で運
営システムができあがってしまっていると考
えられる。
これに対して、ブロードバンド化、情報化
が進む新しい環境の下で、最初から、新しい
（未来の）情報通信環境にフィットしたキャン
パス間連携のあり方の実験、研究を行うこと
には十分な意義がある。このための、仕組み、
システム、ネットワークを開設、整備すると
ともに、その効果的な利用のあり方について
「マルチキャンパス＆オンライン・ユニバー
シティ研究センター」を設置し、研究を行う
ことが考えられる。なお、このセンターは、
同時に学外（企業内やサテライトに設置され
る遠隔教室や他大学）との連携の研究や実験
も行うことが考えられる。
また、このほかに情報通信システムを利用
しない形の分散キャンパス間の連携について
も研究していくべきである。
■センターが提供あるいは研究するサービス
の簡単な具体例
①　ＴＶ会議ネットワーク（情報ネットワーク）
研究、打ち合わせ、委員会等で、離れたキ
ャンパス・地区間で思いついたときにすぐ
（コストを気にせずに）に使えるものが必要で
ある。
また、遠隔講義などはもとより、他のキャ
ンパスにいる教員が別のキャンパスの教員の
特定の講義に参加するような使い方も考えら
れる。
②　共同研究のための研究センタ （ー研究
スペース）
学科、キャンパスを超えて一時的な共同研
究するための一時利用のラボを作ることも考
えられる。広めの研究室を余分に確保するか、
まとめてどこかに「センター」を作ることも
考えられる。
③　図書館利用等のためのネットワーク
（物流ネットワーク）
各キャンパスの図書館間のメール便の毎日
ないしは隔日運行が必要です。学内の印刷物
等の併送も考えられる（県内の公立図書館間
にはこうしたネットワークがある。県庁は、
郵便費用節約のため、出先機関や市町村との
間に文書配送の定期ネットワークを持ってい
る）。
（ウ）利用者に負荷の軽い遠隔授業、会議シス
テムの意義
ここで、特に「バーチャル・ユニバーシテ
ィ」ではなく、「オンライン・ユニバーシテ
ィ」としているのは、いわゆるバーチャル・
ユニバーシティが、情報通信システムの大学
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での利用について、第一に先端技術志向が強
く、かつ内容については高付加価値志向の傾
向があること、第二に教育志向が強いことに
ある。この結果、サービス提供側の負担が非
常に大きなものになっている傾向があること
である。こうした分野の研究は、もちろん重
要なことであり、このオンライン・ユニバー
シティに係る研究においても、重要な一つの
柱であるべきだろう。しかし、負担が大きい
ということは、その負担コストを超える価値
のある講義等しか実質的には対象にならない
ということである６１。
同じ大学の３つのキャンパスの中で日常的
に利用できるような、利用者（提供者）にとっ
て負担の軽いシステムが必要なのである。こ
のためには、将来のあり方として、利用のた
めの準備作業が小さく、利用の場所（専用の
講義室ではなく、一般の教室で、あるいは教
員の個室で）、利用の時間を問わない、操作
が単純で、利用時間の長さを気にせずに使え
るものになる必要がある。
（エ）情報機器・通信コストの急速な低下の教
育への含意
場所や時間を問わず、コストを特に意識せ
ずに遠隔講義が簡単にできるというようなこ
とは、従来は、夢物語であった。しかし、設
備の急速なコスト低下、通信コストの急速な
低下で、可能性が生じつつある。
この「オンライン・ユニバーシティ」の中
核の一つになるのは、オーソドックスともい
えるテレビ会議系の技術だと考える。
３つのキャンパスで日常的に頻繁に大量に
使われるべき遠隔講義の手段としては、負担
の大きいシステムは利用が限られるため問題
がある。大多数の講義等に幅広く利用される
ものは、提供側にとっても利用の容易なもの
である必要がある。バーチャル・ユニバーシ
ティが志向しているかにみえる、ウエブ利用
を中心とした教材開発で提供側の負担の大き
いものでは十分ではない。中核となる手段は、
おそらくテレビ会議システムを拡張したもの
になるだろう。そして、それは、将来、おそ
らく大幅に低料金化したブロードバンド回線
を利用することで、企業技術者の再教育、生
涯学習等の在宅学習者のための遠隔教育の中
心になっていくと考えられる。
たしかに現在、テレビ会議システムの普及
状況はかなり低い状態にある。その理由は、
基本的に機器のコストと通信コストにあると
考える。特に、テレビ会議システムを使うた
めの通信コストが非常に高いために、テレビ
会議の対象となる情報が事前に選別され、価
値の高いと考えられる情報だけにテレビ会議
の利用が限定されているのである。
ところが、ギルダーの法則の主張６２のよう
に、コストが急速に低下すると、常時つけっ
ぱなしでもコストが気にならないことにな
る。ギルダーの法則が、今後５年間継続して
成立すれば、５年後には通信コストは、おお
むね１０００分の１になる。１０年継続すれば１００
万分の１になることになる６３。仮に１００万分
の１になるとすれば、１日１００万円（年間３．６
億円）必要な通信回線は、１０年後に年間３６５円
で利用できることになる。もちろん、これほ
ど下がるかどうか予想は難しい６４が、これに
準ずるような利用コストの低下が生ずると考
向　井　文　雄44
６１ 教材作成のための支援が、利用普及の重要な鍵になると考えられる。
６２ これは「光ファイバーの帯域は半年ごとに２倍になる」ということであるが、それは、ほぼ通信コストが半年で約２
分の１程度になることだと考えることができる。この原因は、光ファイバーのＷＤＭ（波長分割多重化）技術の発展に
よって光ファイバーの多重化利用が急速に進んでいることにある。同じ光ファイバーを使っていても、両端の多重化
装置を高機能化するだけで、光ファイバーの容量が急速に拡張されているのである。この結果、既に敷設済みの光フ
ァイバーの利用上の余裕は毎年急速に拡大している。すでに、東京－大阪を結ぶ幹線でも、利用のピーク時ですら、
光ファイバー容量の千数百分の１しか利用していないという状況になっている。
６３ 平成１３年１月１４日付け毎日新聞（社説）によれば、東京大阪間にＮＴＴだけで光ファイバーが４００心線以上（他の区間で
も１００～３００心線）敷設されている（１心線の容量は８０Gbps）が、東京大阪間のピーク時通信量は２０Gbpsである。ＫＤＤ
Ｉや日本テレコムも主要都市間を数十心線で結んでいるとのことである。
６４ もちろん、これほど急速であると、設備の償却の問題や需要の問題もあるので短期的には効果は見えにくいだろう。
しかし、中長期で見ると、この影響は大きい。幹線はこのように急速に価格の低下が進行していくと考えられる。ラ
スト・ワン・マイル（幹線から家庭までの最後の部分）が問題であるが、最近はこれも進みつつある。
えられる６５。
すると、テレビ会議を使うに際してあらか
じめ情報の選別を行う必要がなくなる。その
結果、ささいな（根回し、打ち合わせなどの）
情報交換にテレビ会議システムが使われるよ
うになると考える。
そして、そのように広範囲に頻繁に利用さ
れるようになれば、普及によって機器のコス
トが急速に下がり、例えば、講義に利用でき
るような様々な付加的な機能の開発も進み、
誰もがコストを気にせずに利用できるように
なると考える。それは、将来的には在宅での
学習を大きく変える可能性がある。
多分、遅くとも今後１０年程度で、通信コス
トや設備コストが十分に低下し、「オンライ
ン・ユニバーシティ」さらには「バーチャ
ル・ユニバーシティ」は、現実のものになる
と考える。
当面の「オンライン・ユニバーシティ」は
それを先行的に実験し、必要なノウハウやシ
ステムを開発しようというものである。超低
通信コスト下でのテレビ会議システムをはじ
めとする情報通信システムの利用についての
ノウハウや必要な技術の開発は、かなり応用
的であるが、一つの新しい研究分野ではない
かと考える。
ウ　大学施設の２４時間化及び県民への開放
大学・大学院における研究活動ばかりでな
く、昼夜開講制や生涯学習で、図書館等の大
学施設の２４時間利用の必要性が増加しつつあ
る。こうしたことから大学施設の利用につい
て利用時間の延長を進めていくべきである。
また、大学の様々な知的な資源を地域に開
放する一環として引き続き施設等の県民への
開放を推進していただきたい。
エ　教育研究環境の整備
次の点等に配慮しつつ引き続き研究環境、
学習環境の整備に努めていくべきである。
（ア）施設配置・景観の計画的な整備、建築デ
ザインの統一
施設の整備や配置に当たっては、引き続き
デザインのバランスや景観の統一に配慮さ
れ、教員や学生等の研究や学習にふさわしい
環境が維持されるよう配慮されるべきであ
る。
（イ）大学施設・講義等のバリアフリー化・ユ
ニバーサルデザイン化
何らかの障害を持つ人々は国民の中で決し
て少なくない割合を占めている。教職員、学
生、生涯学習のためや産学連携のために大学
を訪れる人々の中に障害のある人々が増加し
ていくと考えられる。こうした視点から、大
学施設や講義等のバリアフリー化あるいはユ
ニバーサルデザイン化を進めるべきである。
π文化と運営システム
基本的目標を達成するためには、新しい統
合大学の組織の中に、再編に際して大学の継
続的な発展を可能にするシステムを埋め込む
必要がある。
ア　大学組織の継続的な活性化を引き出す
ための文化・土壌づくり
（ア）活性化を引き出すための文化・土壌づくり
新しい分野への進出、産学共同研究の実施、
新しい人材の導入などを肯定的、積極的にと
らえる文化の形成が、新しい提案や試みを生
み、大学の不断の革新と成長を可能にすると
考えられる。こうした視点から、次の例のよ
うに、そうした取り組みを行う教員等を積極
的に肯定する施策が意識的に実施されていく
べきである。そのことによって、こうした文
化（それと対極にあるのが権威主義的な文化
である）が根づけば、その文化が次々に革新
を生み、大学の成長を引き出していくと考え
られる。
①　研究予算の配分等への配慮
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６５ そうなったとき、それだけの太さの回線が必要なのは、メールや静止画ではない。利用の大半は、おそらく動画であ
る。膨大な動画が一般の消費者の家庭や個人のレベルでコストを気にせずに日常的にやりとりされる社会がくると考
えられる。
②　新しい建設的な提案の積極的な採用と
実現への努力
（イ）文化・土壌づくりのためのリーダーシッ
プを発揮できる学長等の選任
上記のような文化・土壌が形成されるまで
は、それを促進するための意識的なリーダー
シップが発揮されなければならない。このた
めには、当面、そうしたリーダーシップの発
揮が可能な明確なビジョンと指導力を持った
学長を選任する必要がある。
イ　運営機構の強化
（ア）新たな運営機構の研究
当面の統合と並行して、将来の独立行政法
人化を踏まえて、世界の大学の運営システム
などを参考に、統合大学の新たな大学運営機
構のあり方の研究を進めていくべきである。
①　運営のフレキシビリティの確保を可能
にする組織機構の研究
②　運営の重点化を可能にする運営機構と
学長の権限の研究
・　大学経営の視点からの学長のあり
方、学長権限のあり方の研究
・　学長を運営面・企画面で補佐する機
構の研究
・　運営や経営企画面で機動的に動ける
部門の研究
（イ）当面の強力な学長の選任
当面は、既存制度や様々な慣習等の存在の
問題もあって、運営システムの改編には制約
も大きいと考えられることから、学長個人の
資質に依存した運営を必要とする。このため、
当面は、強力な指導力と明確なビジョンを持
った学長を選任することで対応していくべき
である。
４　いくつかの横断的な組織の位置づけ
と実現可能性
（１）横断的な組織の位置づけ
以上３つの長期的方針に基づく提案は、学
部、学科といういわば縦の再編よりもむしろ、
主に横断的な機能の強化を中心に述べてい
る。こうした縦と横の両者の再編が相まって
優れた大学の再編案が出てくると考える。そ
こで、この横の機能について、いくつか考え
られる点を補足してみたい。
ここで想定する横の機能の推進組織は、概
ねつぎのものである６６。
①　「地域産業集積の拠点大学」を推進する
主体の一つとして「地域共同研究センタ
ーを抜本的に改組拡充したセンター」
②　「高度な教育の拠点大学」を推進する
主体の一つとして「教育システム開発
センター＆エクステンションセンター」
③ ３つの長期方針を支える基盤の一つと
して「マルチキャンパス活用＆オンラ
イン・ユニバーシティ研究センター」
このような横断的な専担組織のあり方につ
いては、すでに整理したところであるが、あ
らためて述べれば、なによりも、①②につい
ては、ア学部や学科と同じように縦割りの組
織として位置づけてはならないこと、また、
イ重要な運営組織の一環として必要な地位と
業務遂行に必要な手段をあたえることが重要
である。
ア　学部や学科と同じような組織として考
えてはならない。
まず、これらの横断的な組織は、学部や学
科のような縦割り組織と同じように考え、扱
い、運用してはならない。
イ　基本理念具体化のための運営組織の一
環としてガバナンスの一部を分任する。
上記のうちの特に①と②のセンターについ
ては、例えば、産学連携に力を入れる研究者
を評価し、研究費の増額や教育のノルマを減
ずるなどというような評価を実質的に行うと
いう点で、また、産学連携を強力に推進する
活動を行うという点で、学内全体に対して
（学部学科を超えて、学長が基本理念を実現
するためのリーダーシップ、言葉を換えれば）
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６６ 「高度な研究の拠点大学」については、推進の核になるような「組織」の提案をしていないが、最小限「方針」等に
係わる委員会レベルのものが必要だろうし、さらに考えることも可能であるが、ここでは省略する。
学長のガバナンスの一部を直接分任する組織
であると考えることができる。
この意味から、これらの組織のトップには
副学長クラスの地位を与えるべきではないか
と考える。研究も含めて考えると、（先の提
案に即して言えば）「地域産業集積の拠点」、
「高度な研究の拠点」「高度な教育の拠点」化
推進の責任者のそれぞれに（正式なあるいは
実質的な）副学長の地位を与えるべきではな
いかと考える。
注）少なくとも、３つのキャンパスの一体
的な運用を考えるなら、例えばキャンパス単
位に副学長を置くよりも、横断的な機能を中
心に考えるべきである。
π提案の実現可能性について
ア　横断的組織予算・定数獲得上の位置づけ
提案にある横断的組織は、大学から見ると、
基本理念と３つの基本方針を具体化するため
の「装置」ということになるが、一方で、こ
れを全国の大学の中に置いて考えることで、
新しい統合大学の予算・定数獲得上の戦略と
して考えることができる。
（ア）国立大学の再編のモデル
一般論として、再編統合案にモデル性があ
るとみなされれば、予算や定数の確保上有利
になるはずである。この意味で、全国の大学
間で個別性の高い縦割りの再編中心の統合案
よりも、横割りの横断的な組織に関する再編
案の方が他の大学に対してモデル性があると
考える。
（イ）各国立大学に導入すべき手段・手法の実
験・研究センター
上記の横割りの組織がそれぞれ目指す機能
は、最先端ではないだろうが、再編を迫られ、
同様の問題を抱え、その方向を模索する地方
国立大学が多数あるという状態下では、（そ
れらへの直接的な応用も考えられる点で）か
なり先導的な実験性がある取り組みになると
考える。すなわち、これらのセンターで実
験・研究した成果を全国の地方国立大学の再
編などに中期的に生かすことが可能であれ
ば、国として、これを支援すべき十分な意味
があることになる。つまり、これらは、全国
の国立大学のための実験・研究のセンターで
あり、成果を全国で共同利用するための研究
施設ということになる。
Ⅳ　おわりに
大学の存在は、すでに地域に大きな影響を
与えているが、知識集約化が進む社会の中で
その重要性はさらに高まっていくと考えられ
る６７。これを経済的な視点で見ても、ＮＩＥ
Ｓ、ＡＳＥＡＮ諸国や中国などの急速な追い
上げを受けている日本経済、富山県経済にと
って、今後その重要性はますます大きくなる
と考える。また、文化的に見れば、生涯学習
社会の到来でますます大学の役割は大きくな
っていくと考えられる。
このように地域の視点からみれば、県内の
大学の発展は、極めて重要な関心事である。
３大学の関係者には、大学の統合を受動的に
受け止めるのではなく、大学の新しい発展の
契機として積極的に対応されることを期待し
たい。
最後に、こうした機会を与えていただいた
高岡短期大学と蝋山学長に、また有益な示唆
をいただいた蝋山学長と富山大学の柳井雅也
氏に深く感謝したい。
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６７ なお、大学の研究と産学連携における研究の関係については、藤村修三の「モジュール化の有効性とその限界－技術
の階層とモジュール化」青木昌彦、安藤晴彦編著『モジュール化　新しい産業アーキテクチャの本質』（東洋経済新
報社、２００２）が極めて示唆に富む。
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